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株式会社プレミアムウォーターホールディングス 

(対象者：株式会社ラストワンマイル) 
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公開買付説明書の訂正事項分 

 

 本公開買付説明書の訂正事項分(以下「本訂正事項分」といいます。)に係る公開買付けは、金融商品

取引法(昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。)第２章の２第１節の規定の適用を受けるもの

であり、本訂正事項分は金融商品取引法第27条の９第３項の規定により作成されたものであります。 

 

【届出者の氏名又は名称】 株式会社プレミアムウォーターホールディングス 

【届出者の住所又は所在地】 山梨県富士吉田市上吉田4597番地の１ 

【最寄りの連絡場所】 東京都渋谷区神宮前一丁目23番26号 

【電話番号】 (03)6864－0980 

【事務連絡者氏名】 上級執行役員経営管理本部長 清水 利昭 

【代理人の氏名又は名称】 該当事項はありません 

【代理人の住所又は所在地】 該当事項はありません 

【最寄りの連絡場所】 該当事項はありません 

【電話番号】 該当事項はありません 

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません 

【縦覧に供する場所】 株式会社プレミアムウォーターホールディングス 

(山梨県富士吉田市上吉田4597番地の１) 

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

(注１) 本書中の「公開買付者」とは、株式会社プレミアムウォーターホールディングスをいいます。 

(注２) 本書中の「対象者」とは、株式会社ラストワンマイルをいいます。 

(注３) 本書中の記載において計数が四捨五入又は切捨てされている場合、合計として記載される数値は計数の

総和と必ずしも一致しません。 

(注４) 本書中の「法」とは、金融商品取引法(昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。)をいいます。 

(注５) 本書中の「令」とは、金融商品取引法施行令(昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。)をいい

ます。 

(注６) 本書中の「府令」とは、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令(平成２年大

蔵省令第38号。その後の改正を含みます。)をいいます。 

(注７) 本書中の「本公開買付け」とは、本書提出に係る公開買付けをいいます。 

(注８) 本書中の「株券等」とは、株式に係る権利をいいます。 

(注９) 本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日

数又は日時を意味します。また、本書中の「営業日」とは、行政機関の休日に関する法律(昭和63年法律

第91号。その後の改正を含みます。)第１条第１項各号に掲げる日を除いた日をいいます。 

 



１ 【公開買付届出書の訂正届出書の提出理由】 

2023年２月17日付で提出した公開買付届出書及びその添付書類である同日付公開買付開始公告につきまして、公開

買付者が、公正取引委員会から2023年２月17日付「排除措置命令を行わない旨の通知書」及び2023年２月17日付「禁

止期間の短縮の通知書」を2023年２月22日に受領したことに伴い、記載事項の一部に訂正すべき事項が生じましたの

で、これを訂正するため、法第27条の８第２項の規定に基づき、公開買付届出書の訂正届出書を提出するものです。 

 

２ 【訂正事項】 

第１ 公開買付要項 

６ 株券等の取得に関する許可等 

(2) 根拠法令 

(3) 許可等の日付及び番号 

11 その他買付け等の条件及び方法 

(2) 公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法 

 

３ 【訂正前の内容及び訂正後の内容】 

訂正箇所には下線を付しております。 

 



第１ 【公開買付要項】 

 

６ 【株券等の取得に関する許可等】 

(2) 【根拠法令】 

(訂正前) 

公開買付者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和22年法律第54号。その後の改正を含みます。

以下「独占禁止法」といいます。)第10条第２項に基づき、公正取引委員会に対し、本公開買付けによる対象者株式

の取得(以下「本株式取得」といいます。)に関する計画をあらかじめ届け出なければならず(以下、当該届出を「事

前届出」といいます。)、同条第８項により、原則として、事前届出受理の日から30日(短縮される場合もありま

す。)を経過するまでは本株式取得を行うことはできません(以下、本株式取得が禁止される当該期間を「取得禁止

期間」といいます。)。 

また、独占禁止法第10条第１項は、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる他の会社の株式

の取得行為を禁止しており、公正取引委員会はこれに違反する行為を排除するために必要な措置を命ずることがで

きます(同法第17条の２第１項。以下「排除措置命令」といいます。)。公正取引委員会は、排除措置命令をしよう

とするときは、当該排除措置命令の名宛人となるべき者について意見聴取を行わなければならず(同法第49条)、そ

の意見聴取を行うにあたっては、予定する排除措置命令の内容等を名宛人に通知しなければなりませんが(同法第50

条第１項。以下「排除措置命令の事前通知」といいます。)、事前届出に係る株式取得に関する計画に対する排除措

置命令の事前通知は、一定の期間(上記事前届出が受理された日から原則30日間ですが、延長又は短縮される場合も

あります。以下「措置期間」といいます。)内に行うこととされています(同法第10条第９項)。なお、公正取引委員

会は、排除措置命令の事前通知をしないこととした場合、その旨の通知(以下「排除措置命令を行わない旨の通知」

といいます。)をするものとされております(私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第９条から第16条ま

での規定による認可の申請、報告及び届出等に関する規則(昭和28年公正取引委員会規則第１号)第９条)。 

公開買付者は、本株式取得に関して、2023年２月１日に公正取引委員会に対して事前届出を行い、同日付で受理

されております。したがって、排除措置命令の事前通知がなされるべき措置期間及び取得禁止期間は、原則として

2023年３月３日の経過をもって満了する予定です。 

公開買付期間(延長した場合を含みます。)満了の日の前日までに措置期間が満了しない場合、排除措置命令の事

前通知がなされた場合、及び独占禁止法第10条第１項の規定に違反する疑いのある行為をする者として裁判所の緊

急停止命令の申立てを受けた場合には、下記「11 その他買付け等の条件及び方法」の「(2) 公開買付けの撤回等

の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法」に記載の令第14条第１項第４号に定める事情が生じた場合とし

て、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。 

なお、公正取引委員会からの排除措置命令の事前通知並びに独占禁止法第10条第９項に基づく報告等の要求を受

けることなく措置期間及び取得禁止期間が終了した場合又は公正取引委員会から排除措置命令を行わない旨の通知

を受けた場合には、公開買付者は、法第27条の８第２項に基づき、直ちに、本書の訂正届出書を関東財務局長に提

出いたします。 
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(訂正後) 

公開買付者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和22年法律第54号。その後の改正を含みます。

以下「独占禁止法」といいます。)第10条第２項に基づき、公正取引委員会に対し、本公開買付けによる対象者株式

の取得(以下「本株式取得」といいます。)に関する計画をあらかじめ届け出なければならず(以下、当該届出を「事

前届出」といいます。)、同条第８項により、原則として、事前届出受理の日から30日(短縮される場合もありま

す。)を経過するまでは本株式取得を行うことはできません(以下、本株式取得が禁止される当該期間を「取得禁止

期間」といいます。)。 

また、独占禁止法第10条第１項は、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる他の会社の株式

の取得行為を禁止しており、公正取引委員会はこれに違反する行為を排除するために必要な措置を命ずることがで

きます(同法第17条の２第１項。以下「排除措置命令」といいます。)。公正取引委員会は、排除措置命令をしよう

とするときは、当該排除措置命令の名宛人となるべき者について意見聴取を行わなければならず(同法第49条)、そ

の意見聴取を行うにあたっては、予定する排除措置命令の内容等を名宛人に通知しなければなりませんが(同法第50

条第１項。以下「排除措置命令の事前通知」といいます。)、事前届出に係る株式取得に関する計画に対する排除措

置命令の事前通知は、一定の期間(上記事前届出が受理された日から原則30日間ですが、延長又は短縮される場合も

あります。以下「措置期間」といいます。)内に行うこととされています(同法第10条第９項)。なお、公正取引委員

会は、排除措置命令の事前通知をしないこととした場合、その旨の通知(以下「排除措置命令を行わない旨の通知」

といいます。)をするものとされております(私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第９条から第16条ま

での規定による認可の申請、報告及び届出等に関する規則(昭和28年公正取引委員会規則第１号)第９条)。 

公開買付者は、本株式取得に関して、2023年２月１日に公正取引委員会に対して事前届出を行い、同日付で受理

されております。 

その後、公開買付者は、本株式取得に関して、公正取引委員会から2023年２月17日付「排除措置命令を行わない

旨の通知書」を2023年２月22日付で受領したため、2023年２月17日をもって措置期間は終了しています。また、公

開買付者は、公正取引委員会から取得禁止期間を30日間から16日間に短縮する旨の2023年２月17日付「禁止期間の

短縮の通知書」を2023年２月22日付で受領したため、2023年２月17日の経過をもって取得禁止期間は終了しており

ます。 
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(3) 【許可等の日付及び番号】 

(訂正前) 

該当事項はありません。 

 

(訂正後) 

許可等の日付 2023年２月17日付(排除措置命令を行わない旨の通知を受けたことによる) 

許可等の番号 公経企第159号(排除措置命令を行わない旨の通知書の番号) 

許可等の日付 2023年２月17日付(禁止期間の短縮の通知を受けたことによる) 

許可等の番号 公経企第160号(禁止期間の短縮の通知書の番号) 

 

11 【その他買付け等の条件及び方法】 

(2) 【公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法】 

(訂正前) 

令第14条第１項第１号イ乃至ヌ及びワ乃至ツ、第３号イ乃至チ及びヌ並びに同条第２項第３号乃至第６号に定め

る事情のいずれかが生じた場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。 

本公開買付けにおいて、令第14条第１項第３号ヌに定める「イからリまでに掲げる事実に準ずる事実」とは、対

象者が過去に提出した法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項の

記載が欠けていることが判明した場合であって、公開買付者が当該虚偽記載等があることを知らず、かつ、相当な

注意を用いたにもかかわらず知ることができなかった場合をいいます。 

なお、上記「６ 株券等の取得に関する許可等」の「(2) 根拠法令」に記載のとおり、公開買付期間(延長した場

合を含みます。)満了の日の前日までに独占禁止法第10条第２項の定めによる公正取引委員会に対する公開買付者の

事前届出に関し、措置期間及び取得禁止期間が満了しない場合、排除措置命令の事前通知がなされた場合、及び独

占禁止法第10条第１項の規定に違反する疑いのある行為をする者として裁判所の緊急停止命令の申立てを受けた場

合には、令第14条第１項第４号の「許可等」を得られなかったものとして、本公開買付けの撤回等を行うことがあ

ります。 

撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公開買付期間末日

までに当該公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行

います。 

 

(訂正後) 

令第14条第１項第１号イ乃至ヌ及びワ乃至ツ、第３号イ乃至チ及びヌ並びに同条第２項第３号乃至第６号に定め

る事情のいずれかが生じた場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。 

本公開買付けにおいて、令第14条第１項第３号ヌに定める「イからリまでに掲げる事実に準ずる事実」とは、対

象者が過去に提出した法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項の

記載が欠けていることが判明した場合であって、公開買付者が当該虚偽記載等があることを知らず、かつ、相当な

注意を用いたにもかかわらず知ることができなかった場合をいいます。 

撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公開買付期間末日

までに当該公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行

います。 
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公 開 買 付 説 明 書 

 

 本書により行う公開買付けは、金融商品取引法(昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。)第

２章の２第１節の規定の適用を受けるものであり、本書は金融商品取引法第27条の９の規定により作成

されたものであります。 

 

【届出者の氏名又は名称】 株式会社プレミアムウォーターホールディングス 

【届出者の住所又は所在地】 山梨県富士吉田市上吉田4597番地の１ 

【最寄りの連絡場所】 東京都渋谷区神宮前一丁目23番26号 

【電話番号】 (03)6864－0980 

【事務連絡者氏名】 上級執行役員経営管理本部長 清水 利昭 

【代理人の氏名又は名称】 該当事項はありません 

【代理人の住所又は所在地】 該当事項はありません 

【最寄りの連絡場所】 該当事項はありません 

【電話番号】 該当事項はありません 

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません 

【縦覧に供する場所】 株式会社プレミアムウォーターホールディングス 

(山梨県富士吉田市上吉田4597番地の１) 

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

(注１) 本書中の「公開買付者」とは、株式会社プレミアムウォーターホールディングスをいいます。 

(注２) 本書中の「対象者」とは、株式会社ラストワンマイルをいいます。 

(注３) 本書中の記載において計数が四捨五入又は切捨てされている場合、合計として記載される数値は計数の

総和と必ずしも一致しません。 

(注４) 本書中の「法」とは、金融商品取引法(昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。)をいいます。 

(注５) 本書中の「令」とは、金融商品取引法施行令(昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。)をいい

ます。 

(注６) 本書中の「府令」とは、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令(平成２年大

蔵省令第38号。その後の改正を含みます。)をいいます。 

(注７) 本書中の「本公開買付け」とは、本書提出に係る公開買付けをいいます。 

(注８) 本書中の「株券等」とは、株式に係る権利をいいます。 

(注９) 本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日

数又は日時を意味します。また、本書中の「営業日」とは、行政機関の休日に関する法律(昭和63年法律

第91号。その後の改正を含みます。)第１条第１項各号に掲げる日を除いた日をいいます。 
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第１ 【公開買付要項】 

 

１ 【対象者名】 

株式会社ラストワンマイル 

 

２ 【買付け等をする株券等の種類】 

普通株式 

 

３ 【買付け等の目的】 

(1) 本公開買付けの概要 

公開買付者は、本書提出日現在、株式会社東京証券取引所(以下「東京証券取引所」といいます。)グロース市場

(以下「東証グロース」といいます。)に上場している対象者の普通株式(以下「対象者株式」といいます。)440,000

株(所有割合(注１)にして16.47％)及び新株予約権269個(新株予約権の目的となる株式の数は、26,900株)を直接所

有する、対象者の主要株主である筆頭株主です。また、公開買付者は、対象者との間で、2022年７月15日付資本業

務提携契約(以下「本資本業務提携契約」といい、当該契約に基づく資本業務提携を、以下「本資本業務提携」とい

います。本資本業務提携契約の詳細については、下記「(7) 本公開買付けに関する重要な合意等」をご参照くださ

い。)を締結しております。 

 

(注１) 「所有割合」とは、対象者が2023年１月13日に公表した「2023年８月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕

(連結)」(以下「本決算短信」といいます。)に記載された2022年11月末日時点の発行済株式総数(2,762,118

株)から、同日時点の対象者の所有する自己株式数(90,000株)を控除した数(2,672,118株)に占める割合(小数

点以下第三位を四捨五入)をいいます。以下同じとします。 

 

この度、公開買付者は、2023年２月16日開催の公開買付者の取締役会において、対象者の第二位株主であり前代

表取締役社長である清水望氏の所有する対象者株式(422,200株(所有割合にして15.80％))の一部(300,000株(所有割

合にして11.23％))及び対象者の第三位株主であり前取締役である秋月帥謙氏(以下、清水望氏及び秋月帥謙氏を総

称して「本応募合意株主」といいます。)の所有する対象者株式の全部(314,000株(所有割合にして11.75％))を取得

することによる資本業務提携の深化(注２)を目的として、本公開買付けを実施することを決定いたしました(本応募

合意株主から取得する対象者株式(合計614,000株(所有割合にして22.98％)を以下「本応募合意株式」といいま

す。)。なお、公開買付者は、清水望氏が対象者株式の一部の継続保有を希望したため、清水望氏の所有する対象者

株式の一部を取得することとなりました。 

 

(注２) 下記「(2) 本公開買付けの目的、背景及び意思決定の過程並びに本公開買付け成立後の経営方針」の「① 

本公開買付けの目的及び背景」に記載のとおり、公開買付者と対象者との間で、人材交流、営業ノウハウの

共有及びシステム相互利用といった経営資源の相互活用を行うことにより、両者の強みを活かして、更なる

経営効率化及び競争力強化を図ることをいいます。 

 

本公開買付けに際して、公開買付者は、2023年２月16日付で、各本応募合意株主との間で、それぞれ公開買付応

募契約(以下「本応募契約」といいます。)を締結し、清水望氏は、清水望氏が所有する対象者株式の一部(300,000

株(所有割合にして11.23％))を、秋月帥謙氏は、秋月帥謙氏が所有する対象者株式の全部(314,000株(所有割合にし

て11.75％))を、それぞれ本公開買付けに応募する旨を、各本応募契約により公開買付者との間で合意しております。

なお、本応募契約の概要については、「(7) 本公開買付けに関する重要な合意等」をご参照ください。 

本公開買付けは、本応募合意株式を取得し、対象者との資本業務提携の深化を目的とするものであり、対象者株

式の上場廃止を企図するものではなく、公開買付者は、本公開買付け成立後も対象者株式の上場を維持する方針で

す。 
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本公開買付けにおける対象者株式１株当たりの買付け等の価格(以下「本公開買付価格」といいます。)は、下記

「(3) 公開買付者における本公開買付価格の決定過程」に記載のとおり、公開買付者と本応募合意株主との間で協

議及び交渉の結果により合意された価格であります。 

もっとも、本書提出日現在、公開買付者は、対象者株式440,000株(所有割合にして16.47％)を所有しているため、

公開買付者及び特別関係者(法第27条の２第７項に規定される者をいいます。なお、本書提出日現在、公開買付者が

把握している対象者の株券等を所有している特別関係者は株式会社光通信(以下「光通信」といいます。)のみです。

光通信は、その完全子会社を通じた間接保有分を含め、公開買付者の議決権の69.03％(小数点以下第三位を四捨五

入)を保有する親会社となります。以下同じ。)の株券等所有割合の合計が19.95％(小数点以下第三位を四捨五入)で

あり、本公開買付け成立後の株券等所有割合が３分の１を超えることになるため、公開買付者が本応募合意株式を

取得するためには、法第27条の２第１項第２号に従い法令上公開買付けの方法による必要があることから、本公開

買付けを実施し、本応募合意株主以外の対象者の株主の皆様にも同一の売却機会を提供するものです。 

上記のとおり、本公開買付けの目的は、本応募合意株式を取得することによる資本業務提携の深化であります。

ここで、公開買付者の対象者株式に係る所有割合が40％以上となった場合、対象者が、公開買付者の連結子会社に

該当する可能性が生じますが、ナチュラルミネラルウォーターの製造及び宅配形式による販売を行う宅配水事業を

行う公開買付者グループ(以下に定義します。)としては、電気・ガス・宅配水・インターネットなどの生活にかか

わるインフラサービスを対象者の顧客に対して販売する事業を主たる事業とする対象者グループのうち宅配水を顧

客に対して販売する事業において資本業務提携関係を強化すれば足りるものであることから、対象者を公開買付者

の連結子会社化する必要はないものと判断しており、対象者の自主的な経営を尊重するため、本公開買付けが成立

した場合の所有割合を40％未満としつつ、本応募合意株主以外の対象者の株主にも応募の機会を提供するため、買

付予定数の上限を620,000株(所有割合にして23.20％。なお、本公開買付けにより当該620,000株の買付け等を行っ

た後に、公開買付者が所有することになる対象者株式の数は1,060,000株となり、その所有割合は39.67％になりま

す。)に設定しております。 

本公開買付けに本応募合意株主以外の方から応募があったことにより、本公開買付けに応募された株券等(以下

「応募株券等」といいます。)の数の合計が買付予定数の上限(620,000株)を超える場合は、その超える部分の全部

又一部の買付け等は行わないものとし、法第27条の13第５項及び府令第32条に規定するあん分比例の方式により、

株券等の買付け等に係る受け渡しその他の決済を行います。 

また、本公開買付けにおいては、買付予定数の下限を、本応募合意株式と同数の614,000株(所有割合にして

22.98％)と設定しております。したがって、応募株券等の数の合計が当該買付予定数の下限に満たない場合は、応

募株券等の全部の買付け等を行いません。 

対象者が2023年２月16日に公表した「株式会社プレミアムウォーターホールディングスによる当社株式に対する

公開買付けに関する意見表明のお知らせ」(以下「対象者プレスリリース」といいます。)によれば、対象者は、公

開買付者から、本公開買付けの終了後も一定の独立性をもった持分法適用関連会社としての対象者の公開買付者に

おける位置づけを変更する予定はなく、引き続き上場会社としての対象者の独立性を確保しつつ対象者の経営体制

については現状を維持することを予定していること、本公開買付けの実施後も対象者株式の上場を維持することを

企図しているとの説明を受けたとのことです。対象者は、公開買付者との間での顧客管理のノウハウの共有や、販

売戦略の共同企画、人事交流の強化等、経営リソースを相互に共有しあうことにより公開買付者の顧客数の増加並

びに業績の向上に寄与するとともに、対象者の顧客数の増加並びに業績向上を同時に実現できるとの公開買付者の

意見には一定の合理性があると言えるものであると考えているとのことです。対象者としては、既に取締役を退任

し経営への関与をしていない本応募合意株主が一定程度影響を及ぼす株式数を所有し続けることや、本応募合意株

主が所有する株式が市場に流通することによる経営の安定性への影響等を総合的に勘案し、既に資本業務提携契約

を締結しており事業上のシナジーがある公開買付者の本公開買付に対して賛同することが既存株主の保護並びに対

象者の中長期的な成長にとっては一定の合理性を有すると考えているとのことです。 
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以上から、対象者は、本公開買付けにより公開買付者の所有割合が増加することにより、今まで以上に顧客管理

のノウハウの共有や、販売戦略の共同企画、人事交流の強化等、経営リソースを相互に共有しあうことが可能とな

ること、公開買付者と対象者の経営幹部がそれぞれの営業会議へ定期的に相互に参加し情報交換をすること、定期

的に対象者の代表取締役との面談の機会を設ける等を想定しており、本公開買付けは対象者にとって公開買付者と

の資本関係の強化を図ることで一層の企業価値向上の戦略を構築できるとの認識に至り、また、下記「(6) 本公開

買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保する

ための措置」の「② 対象者における利害関係を有しない取締役全員の承認及び利害関係を有しない監査役全員の

異議がない旨の意見」の手続きを行うことで、公正な手続を通じて株主が受けるべき利益が損なわれることのない

ように配慮しているものであると判断したとのことです。よって、対象者取締役会は、本公開買付けに賛同すると

ともに、対象者の株主が本公開買付けに応募するか否かについては、対象者が独自の検証を行っていないことに鑑

み、中立の立場を取り、対象者の株主の皆様のご判断に委ねることとしたとのことです。 

なお、上記の対象者の取締役会の決議詳細については、対象者プレスリリース及び下記「(6) 本公開買付価格の

公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置」

の「② 対象者における利害関係を有しない取締役全員の承認及び利害関係を有しない監査役全員の異議がない旨

の意見」をご参照ください。 

 

(2) 本公開買付けの目的、背景及び意思決定の過程並びに本公開買付け成立後の経営方針 

① 本公開買付けの目的及び背景 

公開買付者は、2006年10月にナチュラルミネラルウォーターの製造及び販売を目的として、株式会社ウォータ

ーダイレクトの商号で設立いたしました。その後、公開買付者は、その株式を、2013年３月に東京証券取引所マ

ザーズ市場に上場し、2014年４月には上場市場を東京証券取引所市場第二部に変更いたしました。さらに、2015

年２月に光通信グループによる公開買付者の株式に対する公開買付けの結果、公開買付者の親会社が光通信とな

りました。その後、公開買付者は、2016年７月に株式会社エフエルシーと経営統合して持株会社体制に移行し、

現在の株式会社プレミアムウォーターホールディングスに商号変更いたしました。2022年４月の東京証券取引所

における市場区分の見直しにより、公開買付者は、本書提出日現在においては東京証券取引所スタンダード市場

に上場しております。 

公開買付者、連結子会社13社及び持分法適用の関連会社５社により構成される企業グループ(以下「公開買付者

グループ」といいます。)は、ナチュラルミネラルウォーターの製造及び宅配形式による販売を行う、宅配水事業

を展開しております。公開買付者グループは、2006年の設立以来、良質なナチュラルミネラルウォーターを顧客

に提供しております。 

公開買付者グループは、デモンストレーション販売やWEB、テレマーケティング等によって多くの顧客を獲得し

ており、2016年７月に持株会社体制に移行した後も、順調に宅配水業界におけるシェアを拡大してまいりました。

特にテレマーケティングは、新型コロナウイルス等による生活様式の変化も追い風となり、重要な販路のひとつ

として確立しております。公開買付者グループは、テレマーケティングの強化と販路の拡大を続けており、宅配

水事業全体に好循環を生み出すことで、より多くのお客様に日本国内の価値ある高品質な天然水を広めることを

目指しております。 

一方、対象者は、2012年６月に電話やWEB会議、メール等を活用したインサイドセールス(注３)によるインター

ネット回線取次事業を展開することを目的として株式会社Bestエフォートの商号で設立し、2018年11月に現在の

株式会社ラストワンマイルに商号変更したとのことです。そして、対象者は、その株式を、2021年11月に東京証

券取引所マザーズ市場へ上場し、2022年４月の東京証券取引所における市場区分の見直しにより、本書提出日現

在においては東証グロースに上場しているとのことです。 

対象者は、現在、「“繋げる”“与える”で関わる世界中の人々を幸せに」を企業理念に掲げ、顧客にとって

「最高のサービス」を「必要なタイミング」に「最適な方法」でお届けすることを追求しているとのことです。

サービスや商品が複雑化・煩雑化する現代において、情報過多によるストレスや選択困難等の様々な悩みが顕在

化しており、対象者はそういった顧客にとっての負荷・悩みを一手に解決すべく、顧客が新生活を始めるにあた

り必要となる電気、ガス、インターネット回線等の生活インフラサービスを中心に利便性の高いサービスを多種

多様に提供しており、宅配水事業においても、このインサイドセールス(注３)のノウハウを生かし、事業拡大の

実現に向けて取り組んでいるとのことです。 
  

─ 3 ─



(注３) 「インサイドセールス」とは、電話、Web会議、メール等を活用した内勤型の営業活動のことです。 

 

公開買付者は、対象者との宅配水事業の協業を目的として、2016年９月に対象者と合弁会社である株式会社

Bestライフソリューションを設立いたしました。その後、公開買付者は、2017年６月に対象者に出資し、対象者

株式160,000株(所有割合にして5.99％)を取得しました。その後、公開買付者は、2018年８月に対象者に対して所

有する当該合弁会社の株式全てを売却し、その売却対価の一部として、対象者の新株予約権269個(新株予約権の

目的となる株式の数は、26,900株)を2018年11月15日付で割当てを受けて取得しました。その結果、公開買付者は、

対象者株式160,000株(所有割合にして5.99％)及び新株予約権269個(新株予約権の目的となる株式の数は、26,900

株)を所有する株主となりました。また、宅配水事業をより推進していくために、2022年７月15日に対象者との間

で本資本業務提携契約を締結しております。公開買付者は、2018年８月以降、対象者株式160,000株(所有割合に

して5.99％)を所有していましたが、本資本業務提携契約に基づき、清水望氏より、同月25日付で、280,000株を、

一株当たり680円で市場外相対取引にて取得することで対象者株式440,000株(所有割合にして16.47％)を所有する

とともに、対象者との間の人材交流、営業ノウハウの共有やシステム相互利用といった経営資源の相互活用を行

うことにより、両者の強みを活かして、更なる経営効率化及び競争力強化に取り組んでおります。そして、本資

本業務提携契約の締結後、公開買付者の保有契約件数は順調に増加を続けており、公開買付者は、自社の宅配水

事業の更なる成長を目指し、より多くのお客さまにご契約いただく過程で、規模の拡大と生産性の向上を両立さ

せ、お客様の満足度を向上させる高い品質を保ったサービスを提供し続けるため、自社について、一層の経営基

盤の強化を行う必要があると考えております。対象者においても、宅配水事業でのシナジーを創出するための取

組みを推進しており、公開買付者の掲げる上記の施策に連携して取り組むことで、宅配水事業の拡大と経営の効

率化を目指しているとのことです。 

そして公開買付者は、自社の新規契約件数及び継続率を維持向上させ、保有契約件数を増加させることによる

収益力強化を目指して、対象者の人的資本をはじめとした経営資源をより宅配水事業へ振り向けて契約獲得に注

力しやすい環境を作り、宅配水事業の推進を引き続き行う方針であり、そのために今後における対象者との本資

本業務提携の強化は必要であると考えています。対象者においても、本公開買付けにより双方の連携を強め、今

まで以上に顧客管理のノウハウの共有や、販売戦略の共同企画、人事交流の強化等、経営リソースを相互に共有

しあうことが可能になり、資本業務提携の深化を行うことができ、これにより公開買付者の顧客数の増加並びに

業績の向上に寄与するとともに、対象者の顧客数の増加、顧客満足度の向上のためのノウハウの共有、顧客１人

あたりの契約期間の長期化(一顧客から生涯にわたって得られる利益の向上)が期待でき、対象者の業績向上を同

時に実現していく方針とのことです。 

そのような状況の中、対象者によれば、清水望氏は、2022年11月頃、所有する対象者株式の一部の売却を希望

していたものの、対象者による自己株式の取得による買取りが、清水望氏が望むように進まなかったため、売却

先の検討をしていたとのことです。そして、2023年１月上旬、対象者の第二位株主である清水望氏及び第三位株

主である秋月帥謙氏から、それぞれが所有する対象者株式の全部又は一部を売却する意向を有している旨の連絡

があったとのことです。その後、公開買付者は、2023年１月上旬、対象者から、本応募合意株主が所有する対象

者株式について売却する意向を有している旨の連絡を受けるとともに、本応募合意株主が所有する対象者株式の

全部又は一部の取得の意向の有無について打診を受け、本応募合意株主の所有する対象者株式の全部又は一部の

取得について検討を開始いたしました。 
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公開買付者は、対象者との本資本業務提携の内容及び本資本業務提携の開始以降において対象者の顧客数増加

及び業績向上に一定の効果があったことに加えて、対象者の売上等の業績や財務内容、対象者の保有する従業員

等の経営資源を考慮して、今後対象者との提携をより深めることにより宅配水事業の更なる拡大が見込めると判

断した結果、本応募合意株主から一定の数量の対象者株式を一括して取得することは、本資本業務提携をより強

化することができる機会であり、本応募合意株主から対象者株式を取得することで、対象者との連携を強め、今

まで以上に、顧客管理のノウハウの共有や、販売戦略の共同企画、人事交流の強化等、経営リソースを相互に共

有しあうことが可能となって本資本業務提携の深化を行うことができ、これにより公開買付者の顧客数の増加並

びに業績の向上に寄与するとともに、公開買付者の持分法適用関連会社でもある対象者の顧客数の増加並びに業

績向上を同時に実現できることから、両者の一層の企業価値向上に資するものであると考えました。そして、

2023年１月中旬、公開買付者は、本応募合意株主に対して、本応募合意株主からの本応募合意株式の取得の意向

を通知いたしました。その後、公開買付者は、2023年１月中旬に、本応募合意株主からの対象者株式の取得につ

いて助言を得るため、法務アドバイザーとして三浦法律事務所を起用し、本公開買付けの2023年２月中旬からの

実施を目指して、本応募合意株主との間で協議を進めてまいりました。公開買付者及び本応募合意株主は、2023

年２月上旬以降、本公開買付けの公表予定日としていた2023年２月16日の前月(2023年１月)１ヶ月間の対象者株

式の終値の単純平均値である788円(小数点以下を四捨五入。以下、対象者株式の終値の単純平均値の計算におい

て同じ。)を基準として、公開買付者は当該基準より低い価格を、本応募合意株主は当該基準より高い価格を目指

して本公開買付価格に係る交渉を継続してまいりました。上記の本公開買付価格に係る交渉の結果、同年２月15

日、本応募合意株主との間で、本公開買付価格を788円とすることにつき、口頭で大筋合意するに至りました。そ

して、2023年２月16日、公開買付者と本応募合意株主との間で、それぞれ、本公開買付けに本応募合意株式を応

募すること、及び、下記「(3) 公開買付者における本公開買付価格の決定過程」に記載のとおり、本公開買付価

格を１株当たり788円とすることで合意に至ったため、公開買付者は、同日付で本応募契約を締結するとともに、

本公開買付けを実施することを決定いたしました。 

なお、公開買付者は、本応募合意株主が所有する対象者株式の取得に関して、対象者を通じて本応募合意株主

との協議又は交渉を行っていたほか、対象者に対して、本公開買付けの買付価格、本公開買付け後の上場維持方

針等について協議を行っております。 

他方、対象者においては、2023年１月中旬、公開買付者が本応募合意株主の所有する本応募合意株式を取得す

る意向である旨の通知を受け、本公開買付けによる対象者の影響について検討を継続していたとのことです。 
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その結果、対象者は、(a)公開買付者が対象者株式の所有数を増加させることで対象者との連携を強め、今まで

以上に、顧客管理のノウハウの共有や、販売戦略の共同企画、人事交流の強化等、経営リソースを相互に共有し

あうことが可能となる上に、公開買付者と対象者の経営幹部がそれぞれの営業会議へ定期的に相互に参加するこ

とによる情報交換や定期的に対象者の代表取締役と公開買付者の代表取締役との面談の機会を設ける等でさらな

る連携を深めることができ、本公開買付けにより公開買付者との資本関係の強化を図ることで対象者にとって一

層の企業価値向上の戦略を構築できること、(b)上記に記載のとおり、本資本業務提携の深化により公開買付者の

顧客数の増加並びに業績の向上に寄与するとともに、公開買付者の持分法適用関連会社でもある対象者の顧客数

の増加並びに業績向上を同時に実現できるとの公開買付者の意見には一定の合理性があると言えるものであるこ

と、(c)本応募合意株主はいずれも対象者の取締役を退任しており、既に経営に関与していないにもかかわらず、

対象者の第二位株主と第三位株主であるところ、本応募合意株主の対象者に対する影響力を低下させることは、

今後継続的な事業成長に向けて現経営陣が様々な経営意思決定を行っていくにあたり、現経営陣が合理的で公平

な意思決定をする際に、意図せず公平性を欠いた意思決定をするリスクが潜在化する可能性を低減することがで

きること、(d)本応募合意株主が保有する株式数の多さから、本応募合意株主が、その保有する株式を市場に流通

させた場合には、株価の低下や経営の安定性への影響等が考えられること、(e)公開買付者は対象者株式の上場を

維持する予定であること、(f)その他本公開買付けにおける諸条件に不合理な点は認められないこと等を総合的に

勘案した結果、2023年２月16日開催の対象者取締役会にて本公開買付けに賛同する意見を表明することを決議し

たとのことです。また、(a)上記のとおり本公開買付け後も対象者株式の上場は維持される予定であり、公開買付

者においては、本公開買付けの終了後も、対象者について、公開買付者から一定の独立性をもった持分法適用関

連会社としての位置づけを変更する予定はないとのことであることから、対象者の株主の皆様としては本公開買

付け後も対象者株式を所有するという選択肢をとることも十分な合理性があること、(b)本公開買付価格が下記

「(3) 公開買付者における本公開買付価格の決定過程」記載のとおり、788円であり、公開買付者による本公開買

付けの公表日の前営業日である2023年２月15日の東証グロースにおける対象者株式の終値、過去１ヶ月間(2023年

１月16日から2023年２月15日まで)の終値の単純平均値、過去３ヶ月間(2022年11月16日から2023年２月15日まで)

の終値の単純平均値、過去６ヶ月間(2022年８月16日から2023年２月15日まで)の終値の単純平均のいずれに対し

てもディスカウントされた価格であること、(c)本公開買付価格は本応募合意株主との間での協議及び交渉の結果

を踏まえて決定されたものであるため、本公開買付価格が対象者の企業価値を適正に反映したものであるか否か

について対象者は独自の検証を行っていないことに鑑み、対象者の株主が本公開買付けに応募するか否かについ

ては中立の立場をとり、株主の皆様のご判断に委ねるとの決議に至ったとのことです。 

 

② 本公開買付け成立後の経営方針 

宅配水事業の売上及び利益の拡大を目的として、対象者の人的資本をはじめとした経営資源をより宅配水事業

へ振り向け、公開買付者及び対象者の双方において今まで以上に契約獲得に注力しやすい環境を作ることにより

宅配水事業の推進を引き続き行っていく方針であり、本公開買付けは、本応募合意株式を取得することで本資本

業務提携を深化させることを目的とするものであるため、本公開買付けを通じて取得した対象者株式について、

継続保有を前提としていることから、現時点で具体的な売却の予定はありません。 

また、本公開買付けは、対象者株式の上場廃止を企図するものではなく、公開買付者は、本公開買付け成立後

も、引き続き対象者のその他の関係会社となる見込みですが、公開買付者は、対象者株式の上場を維持する方針

です。公開買付者は、本公開買付けの終了後も、対象者について、公開買付者から一定の独立性をもった持分法

適用関連会社としての位置づけを変更する予定はなく、引き続き上場会社としての対象者の独立性を確保しつつ、

対象者の経営体制については現状を維持することを予定し、対象者に対し役員の変更を要請する予定はありませ

ん。また、公開買付者は、本資本業務提携契約の内容及び本資本業務提携の運用、対象者株式に係る議決権行使

の方針は従来通りとし、変更する予定はありません。なお、本書提出日現在において、公開買付者の代表取締役

である萩尾陽平氏が対象者の社外取締役への就任の要請を受け、2022年11月25日開催の対象者定時株主総会にお

ける決議に基づき、同日付で対象者の社外取締役に就任しております。 
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(3) 公開買付者における本公開買付価格の決定過程 

公開買付者は、本公開買付けが本応募合意株式を取得することで本資本業務提携を深化させることを目的とする

ことに鑑み、本公開買付価格については、公開買付者と本応募合意株主とが協議・交渉を行い、両者が合意した価

格とする方針を採用しました。 

公開買付者と本応募合意株主は、2023年１月中旬、対象者株式の取引が一般的に金融商品取引所を通じて行われ

ていることを勘案し、基準の明確性及び客観性を重視するために、本公開買付価格について、対象者株式の市場価

格を基に検討を開始しました。また、公開買付者は、可能な限り本応募合意株式のみが応募される取引とすべく、

公開買付価格を対象者株式の市場株価よりもディスカウントした価格とする必要があると考えました。一方で、本

応募合意株主は、2023年１月中旬、本公開買付けにより、本資本業務提携を更に深化させることが目的であること

から、対象者株式の市場株価で売却することを希望しました。上記を踏まえて、公開買付者及び本応募合意株主は、

2023年２月上旬以降、本公開買付けの公表予定日としていた2023年２月16日の前月(2023年１月)１ヶ月間の対象者

株式の終値の単純平均値である788円を基準として、公開買付者は当該基準より低い価格を、本応募合意株主は当該

基準より高い価格を目指して本公開買付価格に係る交渉を継続してまいりました。上記の本公開買付価格に係る交

渉の結果、同年２月15日、本応募合意株主との間で、本公開買付価格を788円とすることにつき、口頭で大筋合意す

るに至りました。そして、2023年２月16日、両者の間の口頭での合意のとおり、公開買付者と本応募合意株主との

間で本応募契約を締結し、その中で、788円をもって本公開買付価格とすることを正式に合意いたしました。 

なお、公開買付者は、本応募合意株主との協議及び交渉を経て本公開買付価格を決定しているため、本公開買付

価格の算定に関する第三者の意見の聴取等の措置は講じておりません。 

本公開買付価格である１株当たり788円は、本公開買付けの実施についての公表日の前営業日である2023年２月15

日の東証グロースにおける対象者株式の終値1,015円に対して22.36％(小数点以下第三位を四捨五入。以下、ディス

カウントの計算において同じ。)のディスカウント、過去１ヶ月間(2023年１月16日から2023年２月15日まで)の終値

の単純平均値927円に対して14.99％のディスカウント、過去３ヶ月間(2022年11月16日から2023年２月15日まで)の

終値の単純平均値844円に対して6.64％のディスカウント、過去６ヶ月間(2022年８月16日から2023年２月15日まで)

の終値の単純平均値866円に対して9.01％のディスカウントをそれぞれ行った金額となります。 

また、本公開買付価格である１株当たり788円は、本書提出日の前営業日である2023年２月16日の東証グロースに

おける対象者株式の終値1,009円に対して21.90％のディスカウントを行った金額です。 

 

(4) 上場廃止となる見込み及びその理由 

対象者は、本書提出日現在、対象者株式を東証グロースに上場しております。本公開買付けは、本応募合意株主

からの本応募合意株式の取得を目的としており、上記「(1) 本公開買付けの概要」に記載のとおり、買付予定数に

上限を設定しているため、本公開買付け後、公開買付者が所有する対象者株式の数は、最大で1,060,000株(所有割

合：39.67％)にとどまる予定です。したがって、本公開買付け成立後も、対象者株式の東証グロースへの上場は維

持される見込みです。 

 

(5) 本公開買付け後の株券等の取得予定 

本公開買付けは、本応募合意株式の取得を目的として実施するものであり、対象者株式の上場廃止を企図するも

のではないことから、公開買付者は、本書提出日現在、本公開買付け成立後に対象者株式の追加取得を行う予定は

ありません。また、公開買付者は、買付予定数の上限を超える応募があった場合、あん分比例の方式により買付け

を行うこととなるため、本応募合意株主が所有する対象者株式の全てを取得できない可能性がありますが、その場

合において、本応募合意株主が所有する対象者株式を追加で取得することは予定しておりません。 
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(6) 本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を

担保するための措置 

本公開買付けは対象者株式の上場廃止を目的としたものではなく、また、本公開買付価格は公開買付者と本応募

合意株主の間で合意された価格であるため、公開買付者は、本公開買付けの公正性を担保することを目的とした第

三者の意見の聴取等の措置は講じておりませんが、公開買付者は対象者の主要株主である筆頭株主であることから、

対象者による本公開買付けに対する意見表明に係る意思決定過程に自己の立場として参加及び関与しておりません。 

対象者プレスリリースによれば、対象者は、本書提出日現在、公開買付者の子会社ではなく、本公開買付けは支

配株主による公開買付けには該当しないものの、公開買付者が対象者株式440,000株(所有割合にして16.47％)を直

接所有し、公開買付者の親会社である光通信が所有する対象者株式73,400株(所有割合にして2.75％)と併せて株券

等所有割合の合計が19.95％(小数点以下第三位を四捨五入)となる対象者の主要株主である筆頭株主及びその他関係

会社であり、また、対象者取締役である萩尾陽平氏は公開買付者の代表取締役を兼務していることから、対象者は、

本公開買付けの公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置として、以下の①及び②の措置を

講じたとのことです。なお、本公開買付価格は公開買付者と本応募合意株主の間で合意された価格であること、本

公開買付けは対象者株式の上場廃止を目的としたものではなく、本公開買付価格が対象者株式の直近の市場価格よ

りもディスカウントされた価格であるため、本応募合意株主以外の株主の応募は想定されていないことから、対象

者は、本公開買付けに関する意見表明を行うにあたり、第三者算定機関から対象者株式の株式価値算定書を取得し

ていないとのことです。 

 

① 対象者における独立した法律事務所からの対象者への助言 

対象者プレスリリースによれば、対象者は、本公開買付けに係る対象者取締役会の意思決定の過程における公

正性及び適正性を確保するために、対象者から独立したリーガル・アドバイザーであるCross Over法律事務所を

選任し、同法律事務所から、本公開買付けに関する対象者取締役会の意思決定の方法及び過程その他留意点につ

いて、必要な法的助言を受けているとのことです。 

 

② 対象者における利害関係を有しない取締役全員の承認及び利害関係を有しない監査役全員の異議がない旨の意

見 

対象者プレスリリースによれば、対象者は、2023年２月16日開催の対象者取締役会において、対象者の取締役

７名のうち、萩尾陽平氏を除く６名全員が出席し、その全員一致により上記「① 対象者における独立した法律

事務所からの対象者への助言」に記載のとおり、Cross Over法律事務所から受けた助言を踏まえつつ、上記「(2) 

本公開買付けの目的、背景及び意思決定の過程並びに本公開買付け成立後の経営方針」に記載の根拠及び理由に

基づき、本公開買付けに賛同する旨の決議をしたとのことです。 

また、上記取締役会においては、上記「(2) 本公開買付けの目的、背景及び意思決定の過程並びに本公開買付

け成立後の経営方針」に記載の根拠及び理由に基づき、対象者の株主が本公開買付けに応募するか否かについて

は中立の立場をとり、対象者の株主の皆様のご判断に委ねることも併せて決議したとのことです。 

対象者の取締役である萩尾陽平氏は、公開買付者の代表取締役を兼職していることから、対象者の意思決定に

おける公正性を担保し、利益相反の疑いを回避する観点から、本公開買付けに関する議案について、その審議及

び決議に参加しておらず、対象者の立場において、公開買付者との協議及び交渉にも一切参加していないとのこ

とです。上記取締役会においては、対象者の監査役３名全員が出席し、その全員が上記取締役会決議について異

議がない旨の意見を述べているとのことです。 

なお、上記取締役会においては、対象者の監査役３名全員が出席し、その全員が上記取締役会決議について異

議がない旨の意見を述べたとのことです。 
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(7) 本公開買付けに関する重要な合意等 

① 本応募契約 

本公開買付けに際して、公開買付者は、2023年２月16日付で、本応募合意株主との間で、本応募契約をそれぞ

れ締結し、清水望氏は、清水望氏が所有する対象者株式の一部(300,000株(所有割合にして11.23％))を、秋月帥

謙氏は、秋月帥謙氏が所有する対象者株式の全部(314,000株(所有割合にして11.75％))について、それぞれ本公

開買付けに応募する旨を、各本応募契約により公開買付者との間で合意しております。本応募契約においては、

本応募合意株主による応募の前提条件として、以下の事項が定められております。但し、本応募合意株主は、そ

の任意の裁量により、これらの前提条件の全部又は一部を放棄の上、本公開買付けに応募することは制限されま

せん。 

(ⅰ) 公開買付者による本公開買付けが、適用ある法令等(国内外の法律、政令、通達、規則、命令、条例、ガイ

ドラインその他の規制(金融商品取引所の規則を含む。)を含む。以下同じ。)に従い適法かつ有効に開始さ

れ、かつ撤回されていないこと 

(ⅱ) 公開買付者の表明及び保証(注１)が、重要な点において真実かつ正確であること 

(ⅲ) 公開買付者が本応募契約に基づき履行又は遵守すべき義務(注２)が、重要な点において履行又は遵守されて

いること 

(注１) 本応募契約において、①設立及び存続の適法性及び有効性、②本応募契約の締結及び履行、③強制執行

可能性、④許認可等の取得、⑤法令等との抵触の不存在、⑥資金調達、⑦反社会的勢力等の関係の不存

在が、公開買付者の表明保証事項とされております。 

(注２) 公開買付者は、①本公開買付けを実施する義務、②表明保証違反又は義務違反を理由とする損害等の補

償義務、③秘密保持義務、及び④本応募契約上の権利義務等の移転禁止義務を負っております。 

 

また、本応募契約においては、公開買付者による本公開買付けの実施の前提条件として、以下の事項が定めら

れております。但し、公開買付者は、その任意の裁量により、これらの前提条件の全部又は一部を放棄の上、本

公開買付けを実施することは制限されません。 

(ⅰ) 対象者が本公開買付けに対して賛同する旨(但し、株主が本公開買付けに応募するか否かについては、当該

株主の判断に委ねる旨)の取締役会決議を行い、かかる決議内容が公表されており、かつ、対象者において、

この取締役会決議を撤回、変更又はこれと矛盾する内容の決議をしていないこと 

(ⅱ) 本応募合意株主の表明及び保証(注３)が、重要な点において真実かつ正確であること 

(ⅲ) 本応募合意株主が本応募契約に基づき履行又は遵守すべき義務(注４)が、重要な点において履行または遵守

されていること 

(注３) 本応募契約において、①本応募契約の締結及び履行、②強制執行可能性、③許認可等の取得、④法令等

との抵触の不存在、⑤本応募合意株式の保有、⑥反社会的勢力等の関係の不存在が、本応募合意株主の

表明保証事項とされております。 

(注４) 本応募合意株主は、①本公開買付けに応募する義務、②本公開買付けの開始及び成立その他本公開買付

けの円滑な遂行に協力する義務、③本応募合意株式の譲渡、担保設定その他の処分、又は対象者株式若

しくは対象者株式に係る権利の取得、提供若しくは譲渡(空売りを含む。)を行わず、また、第三者との

間で、本公開買付けに競合し又は本公開買付けによる対象者株式の買付けを実質的に不可能とする取引

に関する提案、勧誘、協議、交渉又は情報提供を行わない義務、④表明保証違反又は義務違反を理由と

する損害等の補償義務、⑤秘密保持義務、及び⑥本応募契約上の権利義務等の移転禁止義務を負ってお

ります。 

 

なお、本書提出日現在、公開買付者と本応募合意株主との間で、本応募契約以外、本公開買付けに係る合意事

項は存在せず、また、公開買付者から本応募合意株主に対しては、本公開買付けに応募することによる対価とし

て、本公開買付価格に本応募合意株主から買付け等する対象者株式の数を乗じた金額を支払うことを除き、供与

される利益は存在しません。 
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② 本資本業務提携契約 

公開買付者及び対象者は、2022年７月15日付で、本資本業務提携契約を締結いたしました。本資本業務提携契

約の概要は以下のとおりです。 

(ⅰ) 目的 

本資本業務提携は、公開買付者による対象者株式の取得、及び対象者と公開買付者間における人材交流、営

業ノウハウの共有、システムの相互利用といった経営資源の相互活用等を通じて、より顧客満足度の高いサー

ビスの提供を実現し、両者の更なる経営の効率化及び競争力強化を図り、両者の企業価値を向上させることを

目的とする。 

 

(ⅱ) 資本提携の内容(株式の取得) 

公開買付者は、2022年７月15日付にて清水望氏と締結する株式譲渡契約に基づき、市場外相対取引を通じて、

対象者株式280,000株を清水望氏から取得する。 

 

(ⅲ) 業務提携の内容 

公開買付者及び対象者は、本資本業務提携に規定する目的を達成するため、業務提携を実施するものとする。

業務提携の具体的な内容は、以下のとおりとする。 

(a) 対象者は、対象者グループの事業に関し、ウォーターサーバーに関する事業を最優先に売上、営業利益の

拡大に努め、公開買付者グループはこれに協力する。 

(b) 対象者は、対象者グループの事業に関し、公開買付者グループの営業ノウハウを十分に取り入れ事業の効

率化を図り、公開買付者グループはこれに協力する。 

(c) 対象者グループ及び公開買付者グループ間で、活発な人材交流に努める。 

(d) 対象者グループ及び公開買付者グループ間で、営業ノウハウの共有及びシステムの相互利用を随時行う。 

(e) 対象者グループと公開買付者グループの双方の保有する商材及び顧客等のリソースを適法に相互利用でき

る体制を整える。 

 

(ⅳ) 取締役の指名 

公開買付者は、本資本業務提携契約の有効期間中、対象者の取締役１名を指名する権利を有するものとする。

公開買付者の指名に係る対象者の取締役の変更(再任、新任、退任、解任等を含む。)については、公開買付者

の指定によってのみ行われるものとし、対象者は公開買付者による当該指定があった場合は、直近で開催する

対象者の株主総会に、公開買付者の指名に係る者を候補者とする対象者の取締役選任・解任議案等を付議する

ものとする。 

 

(ⅴ) 契約の終了 

本資本業務提携契約は、公開買付者グループが対象者の株式(種類の如何を問わない。)又は対象者の株式を

取得する権利等(新株予約権を含む。)を一切保有しなくなったとき、又は、当事者間で書面にて終了を合意し

たときに、終了する。 

 

４ 【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】 

(1) 【買付け等の期間】 

① 【届出当初の期間】 

買付け等の期間 
2023年２月17日(金曜日)から2023年３月17日(金曜日)まで 
(20営業日) 

公告日 2023年２月17日(金曜日) 

公告掲載新聞名 
電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。 
電子公告アドレス 
(https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/) 
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② 【対象者の請求に基づく延長の可能性の有無】 

法第27条の10第３項の規定により、対象者から本公開買付けにおける買付け等の期間(以下「公開買付期間」と

いいます。)の延長を請求する旨の記載がされた意見表明報告書が提出された場合は、公開買付期間は、2023年４

月３日(月曜日)まで(30営業日)となります。 

 

③ 【期間延長の確認連絡先】 

連絡先  株式会社プレミアムウォーターホールディングス 

     上級執行役員経営管理本部長 清水 利昭 

     03－6864－0980 

受付時間 月曜日から金曜日(祝日を除く。)10時00分～19時00分 

 

(2) 【買付け等の価格】 

株券 普通株式   １株につき金788円 

新株予約権証券 ― 

新株予約権付社債券 ― 

株券等信託受益証券(   ) ― 

株券等預託証券(   ) ― 

算定の基礎  公開買付者は、本公開買付けが本応募合意株式614,000株(所有割合：22.98％)
を取得することで本資本業務提携を深化させることを目的とすることに鑑み、公
開買付者及び本応募合意株主が合意した価格を本公開買付価格とすることといた
しました。そして、公開買付者と本応募合意株主は、2023年２月上旬以降、公開
買付者による本公開買付けの公表予定日としていた2023年２月16日の前月(2023年
１月)１ヶ月間の対象者株式の終値の単純平均値である788円を基準として、公開
買付者は当該基準より低い価格を、本応募合意株主は当該基準より高い価格を目
指して本公開買付価格に係る交渉を継続してまいりました。上記の本公開買付価
格に係る交渉の結果、2023年２月15日、本応募合意株主との間で、本公開買付価
格を788円とすることにつき、口頭で大筋合意するに至りました。そして、2023年
２月16日、両者の間の口頭での合意のとおり、公開買付者と本応募合意株主との
間で本応募契約を締結し、その中で、788円をもって本公開買付価格とすることを
正式に合意いたしました。 
 なお、公開買付者は、本応募合意株主との協議及び交渉を経て本公開買付価格
を決定しているため、本公開買付価格の算定に関する第三者の意見の聴取等の措
置は講じておりません。 
 本公開買付価格である１株当たり788円は、本公開買付けの実施についての公表
日の前営業日である2023年２月15日の東証グロースにおける対象者株式の終値
1,015円に対して22.36％のディスカウント、過去１ヶ月間(2023年１月16日から
2023年２月15日まで)の終値の単純平均値927円に対して14.99％のディスカウン
ト、過去３ヶ月間(2022年11月16日から2023年２月15日まで)の終値の単純平均値
844円に対して6.64％のディスカウント、過去６ヶ月間(2022年８月16日から2023
年２月15日まで)の終値の単純平均値866円に対して9.01％のディスカウントをそ
れぞれ行った金額となります。 
 また、本公開買付価格である１株当たり788円は、本書提出日の前営業日である
2023年２月16日の東証グロースにおける対象者株式の終値1,009円に対して
21.90％のディスカウントを行った金額です。なお、公開買付者は、最近では、
2022年７月25日付で、対象者株式280,000株を、１株当たり680円(本公開買付価格
の１株当たりの金額との差額は108円)で市場外相対取引にて取得しております(な
お、当該取得価格(680円)は、申込期間(2022年７月15日)の前１ヶ月(2022年６月
15日から2022年７月14日まで)の対象者株式の終値平均を基準として算出した金額
となります。)。 
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算定の経緯 (本公開買付価格の決定に至る経緯) 
 上記「３ 買付け等の目的」の「(2) 本公開買付けの目的、背景及び意思決定
の過程並びに本公開買付け成立後の経営方針」の「① 本公開買付けの目的及び
背景」に記載のとおり、公開買付者は、2023年１月上旬、対象者から、本応募合
意株主が所有する対象者株式について売却する意向を有している旨の連絡を受け
るとともに、本応募合意株主が所有する対象者株式の全部又は一部の取得の意向
の有無について打診を受け、公開買付者は、本応募合意株主の所有する対象者株
式の全部又は一部の取得について検討を開始いたしました。公開買付者は、対象
者との本資本業務提携の内容及び本資本業務提携の開始以降において対象者の顧
客数増加及び業績向上に一定の効果があったことに加えて、対象者の売上等の業
績や財務内容に照らして検討した結果、本応募合意株主から一定の数量の対象者
株式を一括して取得することは、本資本業務提携をより強化することができる機
会であり、本応募合意株主から対象者株式を取得することで、対象者との連携を
強め、今まで以上に、顧客管理のノウハウの共有や、販売戦略の共同企画、人事
交流の強化等、経営リソースを相互に共有しあうことが可能となって本資本業務
提携の深化を行うことができ、これにより公開買付者の顧客数の増加並びに業績
の向上に寄与するとともに、公開買付者の持分法適用関連会社でもある対象者の
顧客数の増加並びに業績向上を同時に実現できることから、両者の一層の企業価
値向上に資するものであると考えました。そして、2023年１月中旬、公開買付者
は、本応募合意株主に対して、本応募合意株主からの本応募合意株式の取得の意
向を通知いたしました。その後、公開買付者は、2023年１月中旬に、本応募合意
株主からの対象者株式の取得について助言を得るため、法務アドバイザーとして
三浦法律事務所を起用し、本公開買付けの2023年２月中旬からの実施を目指し
て、本応募合意株主との間で協議を進めてまいりました。 
 本公開買付価格については、公開買付者は、本公開買付けの目的が本応募合意
株式614,000株(所有割合：22.98％)を取得することで本資本業務提携を深化させ
ることであるため、公開買付者及び本応募合意株主が合意できる価格を本公開買
付価格とすることといたしました。公開買付者は、可能な限り本応募合意株式の
みが応募される取引とすべく、公開買付価格を対象者株式の市場株価よりもディ
スカウントした価格とする必要があるという考えのもとに、対象者との間で協議
を行いました。一方で、本応募合意株主は、2023年１月中旬、本公開買付けによ
り、本資本業務提携を更に深化させることが目的であることから、対象者株式の
市場価格で売却することを希望しました。上記を踏まえて、公開買付者及び本応
募合意株主は、2023年２月上旬以降、公開買付者による本公開買付けの公表予定
日としていた2023年２月16日の前月(2023年１月)１ヶ月間の対象者株式の終値の
単純平均値である788円を基準として、公開買付者は当該基準より低い価格を、本
応募合意株主は当該基準より高い価格を目指して本公開買付価格に係る交渉を継
続してまいりました。上記の本公開買付価格に係る交渉の結果、2023年２月15
日、公開買付者は、本応募合意株主との間で、本公開買付価格を788円とすること
につき、口頭で大筋合意するに至りました。そして、2023年２月16日、両者の間
の口頭での合意のとおり、本公開買付けに本応募合意株式を応募すること、及
び、上記「３ 買付け等の目的」の「(3) 公開買付者における本公開買付価格の
決定過程」に記載のとおり、本公開買付価格を１株当たり788円とすることで正式
に合意に至ったため、公開買付者は、同日付で本応募契約を締結するとともに、
本公開買付けを実施することを決定いたしました。 
 
(本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措
置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置) 
 対象者は、本書提出日現在、公開買付者の子会社ではなく、本公開買付けは支
配株主による公開買付けには該当しないものの、公開買付者が対象者株式440,000
株(所有割合にして16.47％)を直接所有し、公開買付者の親会社である光通信が所
有する対象者株式73,400株(所有割合にして2.75％)と併せて株券等所有割合の合
計が19.95％(小数点以下第三位を四捨五入)となる対象者の主要株主である筆頭株
主であり、また、対象者取締役である萩尾陽平氏は公開買付者の代表取締役を兼
務していることから、対象者は、本公開買付けの公正性を担保するための措置及
び利益相反を回避するための措置として、以下の①及び②の措置を講じたとのこ
とです。 
① 対象者における独立した法律事務所からの対象者への助言 
 対象者プレスリリースによれば、対象者は、本公開買付けに係る対象者取締役
会の意思決定の過程における公正性及び適正性を確保するために、対象者から独
立したリーガル・アドバイザーであるCross Over法律事務所を選任し、同法律事
務所から、本公開買付けに関する対象者取締役会の意思決定の方法及び過程その
他留意点について、必要な法的助言を受けているとのことです。 
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② 対象者における利害関係を有しない取締役全員の承認及び利害関係を有しな
い監査役全員の異議がない旨の意見 

 対象者は、2023年２月16日開催の対象者取締役会において、対象者の取締役７
名のうち、萩尾陽平氏を除く６名全員が出席し、その全員一致により上記「① 
対象者における独立した法律事務所からの対象者への助言」に記載のとおり、
Cross Over法律事務所から受けた助言を踏まえつつ、上記「(2) 本公開買付けの
目的、背景及び意思決定の過程並びに本公開買付け成立後の経営方針」に記載の
根拠及び理由に基づき、本公開買付けに賛同する旨の決議をしたとのことです。 
 また、上記取締役会においては、上記「(2) 本公開買付けの目的、背景及び意
思決定の過程並びに本公開買付け成立後の経営方針」に記載の根拠及び理由に基
づき、対象者の株主が本公開買付けに応募するか否かについては、中立の立場を
とり、対象者の株主の皆様のご判断に委ねることも併せて決議したとのことで
す。上記取締役会においては、対象者の監査役３名全員が出席し、その全員が上
記取締役会決議について異議がない旨の意見を述べたとのことです。 
 なお、対象者の取締役である萩尾陽平氏は、公開買付者の代表取締役を兼務し
ていることから、対象者の意思決定における公正性を担保し、利益相反の疑いを
回避する観点から、本公開買付けに関する議案について、その審議及び決議に参
加しておらず、対象者の立場において、公開買付者との協議及び交渉にも一切参
加していないとのことです。上記取締役会においては、対象者の監査役３名全員
が出席し、その全員が上記取締役会決議について異議がない旨の意見を述べてい
るとのことです。 

 

(3) 【買付予定の株券等の数】 

株券等の種類 買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

普通株式 620,000(株) 614,000(株) 620,000(株) 

合計 620,000(株) 614,000(株) 620,000(株) 

(注１) 本公開買付けにおいては、買付予定数の下限を設定しているため、応募株券等の総数が買付予定数の下限

(614,000株)に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行いません。応募株券等の総数が買付予定数

の上限(620,000株)を超える場合は、その超える部分の全部又は一部の買付け等を行わないものとし、法第27

条の13第５項及び府令第32条に規定するあん分比例の方式により、株券等の買付け等に係る受渡しその他の

決済を行います。 

(注２) 単元未満株式についても、本公開買付けの対象としております。なお、会社法に従って株主による単元未満

株式買取請求権が行使された場合には、対象者は法令の手続に従い公開買付期間中に自己の株式を買い取る

ことがあります。 

(注３) 本公開買付けを通じて、対象者が所有する自己株式を取得する予定はありません。 
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５ 【買付け等を行った後における株券等所有割合】 
 

区分 議決権の数 

買付予定の株券等に係る議決権の数(個)(a) 6,200 

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数(個)(b) － 

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権の数 
(個)(c) 

－ 

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数(2023年２月17日現在)(個)(d) 4,669 

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数(個)(e) 269 

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権の数 
(個)(f) 

－ 

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数(2023年２月17日現在)(個)(g) 734 

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数(個)(h) － 

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権の数 
(個)(i) 

－ 

対象者の総株主等の議決権の数(2023年２月17日現在)(個)(j) 26,819 

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合 
(a/j)(％) 

22.97 

買付け等を行った後における株券等所有割合 
((a＋d＋g)/(j＋(b－c)+(e－f)+(h－i))×100)(％) 

42.99 

(注１) 「買付予定の株券等に係る議決権の数(個)(a)」は、本公開買付けにおける買付予定数(620,000株)に係る議

決権の数を記載しております。 

(注２) 「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数(2023年２月17日現在)(個)(g)」は、各特別関係者が所有する株

券等(但し、特別関係者のうち法第27条の２第１項各号における株券等所有割合の計算において府令第３条第

２項第１号に基づき特別関係者から除外される者が所有する株券等は除きます。)に係る議決権の数の合計を

記載しております。 

(注３) 本公開買付けにおいては、光通信以外の各特別関係者の所有株券等についても買付け等の対象としているた

め、「買付け等を行った後における株券等所有割合」の計算においては、光通信が所有する株券等に係る議

決権の数(734個)のみを「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数(2023年２月17日現在)(個)(g)」に加算

しております。 

(注４) 「対象者の総株主等の議決権の数(2023年２月17日現在)(個)(j)」は、対象者が2023年１月13日に提出した第

12期第１四半期報告書に記載された2022年８月末日時点の総株主の議決権の数です。但し、本公開買付けに

おいては、単元未満株式を含む対象者株式(但し、対象者が所有する自己株式を除きます。)の全部を公開買

付けの対象としており、また、公開買付者は対象者の新株予約権269個(目的となる株式数：26,900株)を所有

しているため、「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け

等を行った後における株券等所有割合」の計算においては、本決算短信に記載された2022年11月末日時点の

発行済株式総数(2,762,118株)に、公開買付者が所有している新株予約権(269個(目的となる株式数：26,900

株))を加算した株式数(2,789,018株)から、同日時点の対象者の所有する自己株式数(90,000株)を控除した数

(2,699,018株)に係る議決権数(26,990個)を分母として計算しております。 

(注５) 「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後に

おける株券等所有割合」は、小数点以下第三位を四捨五入しております。 
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６ 【株券等の取得に関する許可等】 

(1) 【株券等の種類】 

普通株式 

 

(2) 【根拠法令】 

公開買付者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和22年法律第54号。その後の改正を含みます。

以下「独占禁止法」といいます。)第10条第２項に基づき、公正取引委員会に対し、本公開買付けによる対象者株式

の取得(以下「本株式取得」といいます。)に関する計画をあらかじめ届け出なければならず(以下、当該届出を「事

前届出」といいます。)、同条第８項により、原則として、事前届出受理の日から30日(短縮される場合もありま

す。)を経過するまでは本株式取得を行うことはできません(以下、本株式取得が禁止される当該期間を「取得禁止

期間」といいます。)。 

また、独占禁止法第10条第１項は、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる他の会社の株式

の取得行為を禁止しており、公正取引委員会はこれに違反する行為を排除するために必要な措置を命ずることがで

きます(同法第17条の２第１項。以下「排除措置命令」といいます。)。公正取引委員会は、排除措置命令をしよう

とするときは、当該排除措置命令の名宛人となるべき者について意見聴取を行わなければならず(同法第49条)、そ

の意見聴取を行うにあたっては、予定する排除措置命令の内容等を名宛人に通知しなければなりませんが(同法第50

条第１項。以下「排除措置命令の事前通知」といいます。)、事前届出に係る株式取得に関する計画に対する排除措

置命令の事前通知は、一定の期間(上記事前届出が受理された日から原則30日間ですが、延長又は短縮される場合も

あります。以下「措置期間」といいます。)内に行うこととされています(同法第10条第９項)。なお、公正取引委員

会は、排除措置命令の事前通知をしないこととした場合、その旨の通知(以下「排除措置命令を行わない旨の通知」

といいます。)をするものとされております(私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第９条から第16条ま

での規定による認可の申請、報告及び届出等に関する規則(昭和28年公正取引委員会規則第１号)第９条)。 

公開買付者は、本株式取得に関して、2023年２月１日に公正取引委員会に対して事前届出を行い、同日付で受理

されております。したがって、排除措置命令の事前通知がなされるべき措置期間及び取得禁止期間は、原則として

2023年３月３日の経過をもって満了する予定です。 

公開買付期間(延長した場合を含みます。)満了の日の前日までに措置期間が満了しない場合、排除措置命令の事

前通知がなされた場合、及び独占禁止法第10条第１項の規定に違反する疑いのある行為をする者として裁判所の緊

急停止命令の申立てを受けた場合には、下記「11 その他買付け等の条件及び方法」の「(2) 公開買付けの撤回等

の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法」に記載の令第14条第１項第４号に定める事情が生じた場合とし

て、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。 

なお、公正取引委員会からの排除措置命令の事前通知並びに独占禁止法第10条第９項に基づく報告等の要求を受

けることなく措置期間及び取得禁止期間が終了した場合又は公正取引委員会から排除措置命令を行わない旨の通知

を受けた場合には、公開買付者は、法第27条の８第２項に基づき、直ちに、本書の訂正届出書を関東財務局長に提

出いたします。 

 

(3) 【許可等の日付及び番号】 

該当事項はありません。 
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７ 【応募及び契約の解除の方法】 

(1) 【応募の方法】 

① 公開買付代理人 

株式会社SBI証券  東京都港区六本木一丁目６番１号 

 

② 公開買付代理人のホームページ(https://www.sbisec.co.jp)画面から公開買付応募申込書をご請求いただき、

公開買付代理人から発送した「公開買付応募申込書」に所要事項を記載のうえ、公開買付代理人までご返送い

ただき申し込む方法、又は、公開買付代理人の本店もしくは営業所、もしくは公開買付代理人の担当者が駐在

しているSBIマネープラザ株式会社の各部支店(注１)(以下「店頭応募窓口」といいます。場所等の詳細は公開

買付代理人のホームページ(https://www.sbisec.co.jp)をご参照いただくか、公開買付代理人までご連絡のう

えご確認ください。以下同様とします。)において、所定の「公開買付応募申込書」に所要事項を記載のうえ、

公開買付期間の末日の午前９時までに申し込む方法にて、応募してください。応募の際には、本人確認書類が

必要となる場合があります(注２)(店頭応募窓口にて申し込む場合、応募株主等は、応募の際に、「公開買付応

募申込書」とともに、ご印鑑をご用意ください。)。なお、公開買付応募申込書を郵送される場合、下記③に記

載する公開買付代理人に開設した応募株主等口座へ応募株券等の振替手続を完了したうえで、公開買付応募申

込書が、店頭応募窓口に公開買付期間の末日の午前９時までに到達することを条件とします。 

 

③ 対象者株式の応募の受付にあたっては、応募株主等が公開買付代理人に開設した応募株主等名義の証券取引口

座(以下「応募株主等口座」といいます。)に、応募する予定の株式が記載又は記録されている必要があります。

そのため、応募する予定の対象者株式が、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等に開設された口座に記載

又は記録されている場合(対象者の特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社に開設された特別

口座に記載又は記録されている場合を含みます。)は、応募に先立ち、公開買付代理人に開設した応募株主等口

座へ応募株券等の振替手続を完了していただく必要があります。なお、特別口座から、公開買付代理人の応募

株主等口座に株券等の記録を振り替える手続の詳細につきましては、上記特別口座の口座管理機関にお問い合

わせくださいますようお願い申し上げます。 

 

④ 本公開買付けにおいて、公開買付代理人以外の金融商品取引業者を経由した応募の受付は行われません。 

 

⑤ 公開買付代理人に証券取引口座を開設しておられない応募株主等には、新規に証券取引口座を開設していただ

く必要があります。証券取引口座を開設される場合には、本人確認書類(注２)が必要となる場合があります。 

 

⑥ 外国の居住者である株主等(法人株主等を含みます。以下「外国人株主等」といいます。)の場合、日本国内の

常任代理人を通じて応募してください(常任代理人より、外国人株主等の委任状又は契約書の原本証明付きの写

しをご提出いただきます。)。また、本人確認書類(注２)をご提出いただく必要があります。 

 

⑦ 日本の居住者である個人株主の場合、買付けられた株券等に係る売却代金と取得費等との差額は、原則として

株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税の適用対象となります(注３)。 

 

⑧ 応募の受付に際し、公開買付代理人より応募株主等に対して、公開買付応募申込の受付票を郵送により交付し

ます。 

 

⑨ 応募株券等の全部の買付け等が行われないこととなった場合、買付け等の行われなかった株券等は応募株主等

に返還されます。 
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(注１) 店頭応募窓口は次のとおりとなります。 

公開買付代理人の本店 

公開買付代理人の営業所 

大阪営業所 名古屋営業所 福岡営業所 

なお、公開買付代理人の営業所は、SBIマネープラザ株式会社の支店(大阪支店、名古屋支店、福岡中央

支店)に併設されております。 

公開買付代理人の担当者が駐在しているSBIマネープラザ株式会社の各部支店 

会津支店 熊谷中央支店 新宿中央支店 松本支店 伊那支店 名古屋支店 大阪支店 福岡中央支店 

鹿児島中央支店 

 

(注２) ご印鑑、マイナンバー(個人番号)又は法人番号及び本人確認書類等について 

公開買付代理人である株式会社SBI証券において新規に証券取引口座を開設して応募される場合又は外国人

株主等が常任代理人を通じて応募される場合には、ご印鑑が必要となるほか、次のマイナンバー(個人番

号)又は法人番号を確認する書類及び本人確認書類等が必要になります。また、既に口座を有している場合

であっても、住所変更、取引店変更、税務に係る手続等の都度、マイナンバー(個人番号)又は法人番号及

び本人確認書類等が必要な場合があります。なお、マイナンバー(個人番号)を確認するために提出する書

類により、必要となる本人確認書類が異なります。詳しくは、公開買付代理人のホームページ

(https://www.sbisec.co.jp)、又は、店頭応募窓口にてご確認ください。 

 

個人の場合 

マイナンバー(個人番号)を確認するための書類と本人確認書類(氏名、住所、生年月日の全てを確認でき

るもの。発行日より６ヶ月以内のもの、また、有効期限のあるものはその期限内のもの。)が必要となり

ます。 

 

マイナンバー確認書類(コピー) 本人確認書類(コピー) 

マイナンバーカード(両面) 不要 

通知カード 

顔写真付き 
(右記のいずれか１点) 

運転免許証、住民基本台帳カード(写真付
き)、在留カード、特別永住者証明書 等 

顔写真なし 
(右記のいずれか２点) 

各種健康保険証、各種年金手帳、印鑑登
録証明書、戸籍抄本、住民票の写し 等 

マイナンバーの記載された住民
票の写し 

「住民票の写し」「住民票記載事項証明書」以外の下記いずれか
１点 
運転免許証、住民基本台帳カード(写真付き)、在留カード、特別
永住者証明書、各種健康保険証、各種年金手帳、印鑑登録証明
書、戸籍抄本 等 

マイナンバーの記載された住民
票記載事項証明書 

 

法人の場合 

① 登記事項証明書及び印鑑証明書(両方の原本。発行日より６ヶ月以内のもので名称及び本店又は主たる

事務所の所在地並びに事業内容を確認できるもの。) 

② 法人自体の本人確認に加え、代表者及び代理人・取引担当者個人(契約締結の任に当たる者)の本人確

認が必要となります。 

③ 法人番号を確認するための書類として、「法人番号指定通知書」のコピー又は国税庁法人番号公表サ

イトで検索した結果画面を印刷したものが必要となります。 
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外国人株主等の場合 

外国人(居住者を除きます。)又は外国に本店若しくは主たる事務所を有する法人の場合、日本国政府の

承認した外国政府又は権限のある国際機関の発行した書類その他これに類するもので、居住者の本人確

認書類に準じるもの、及び常任代理人との間の委任契約に係る契約書若しくは委任状等(当該外国人株主

等の氏名又は名称、代表者の氏名及び国外の所在地の記載のあるものに限ります。)の写しが必要となり

ます。 

 

なお、公開買付期間中に新規に取引口座を開設される場合は、公開買付代理人にお早目にご相談くださ

い。 

 

(注３) 株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税について(日本の居住者である個人株主の場合) 

日本の居住者である個人株主の方につきましては、株式等の譲渡所得には、一般に申告分離課税が適用さ

れます。税務上の具体的なご質問等は税理士などの専門家に各自ご相談いただき、ご自身でご判断いただ

きますようお願い申し上げます。 

 

(2) 【契約の解除の方法】 

応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも本公開買付けに係る契約を解除することができます。契約

の解除については、公開買付期間の末日の午前９時までに、公開買付代理人のカスタマーサービスセンター(電話番

号：0120-104-214 携帯電話・PHSからは03-5562-7530)までご連絡いただく方法により、解除手続を行ってくださ

い。 

また、店頭応募窓口経由(対面取引口座)で応募された契約の解除をする場合は、公開買付期間の末日の午前９時

までに、下記に指定する者の本店又は営業所、下記に指定する者の担当者が駐在しているSBIマネープラザ株式会社

の各部支店に公開買付応募申込受付票(交付されている場合)を添付のうえ、本公開買付けに係る契約の解除を行う

旨の書面(以下「解除書面」といいます。)を交付又は送付してください。但し、送付の場合は、解除書面が、店頭

応募窓口に対し、公開買付期間の末日の午前９時までに到達することを条件とします。 

 

解除書面を受領する権限を有する者 

株式会社SBI証券  東京都港区六本木一丁目６番１号 

(その他の株式会社SBI証券の営業所、又は株式会社SBI証券の担当者が駐在しているSBIマネープラザ株式会社の

各部支店) 

 

(3) 【株券等の返還方法】 

応募株主等が上記「(2) 契約の解除の方法」に記載の方法により公開買付けに係る契約の解除を申し出た場合に

は、解除手続終了後速やかに、下記「10 決済の方法」の「(4) 株券等の返還方法」に記載の方法により応募株券

等を返還いたします。 

 

(4) 【株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】 

株式会社SBI証券  東京都港区六本木一丁目６番１号 
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８ 【買付け等に要する資金】 

(1) 【買付け等に要する資金等】 

買付代金(円)(ａ) 488,560,000 

金銭以外の対価の種類 ― 

金銭以外の対価の総額 ― 

買付手数料(ｂ) 25,000,000 

その他(ｃ) 3,500,000 

合計(ａ)＋(ｂ)＋(ｃ) 517,060,000 

(注１) 「買付代金(円)(ａ)」欄には、買付予定数(620,000株)に本公開買付価格(788円)を乗じた金額488,560,000円

を記載しております。 

(注２) 「買付手数料(ｂ)」欄には、公開買付代理人に支払う手数料の見積額を記載しております。 

(注３) 「その他(ｃ)」欄には、本公開買付けに関する公告及び公開買付説明書その他必要書類の印刷費その他諸費

用につき、その見積額を記載しております。 

(注４) その他公開買付代理人に支払われる諸経費及び弁護士報酬等がありますが、その額は本公開買付けの終了ま

で未定です。 

(注５) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等】 

① 【届出日の前々日又は前日現在の預金】 

種類 金額(千円) 

普通預金 10,022,498 

計(ａ) 10,022,498 

 

② 【届出日前の借入金】 

イ 【金融機関】 

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額(千円) 

１ ― ― ― ― 

２ ― ― ― ― 

計 ― 

 

ロ 【金融機関以外】 

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額(千円) 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

計 ― 
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③ 【届出日以後に借入れを予定している資金】 

イ 【金融機関】 

  借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額(千円) 

１ ― ― ― ― 

２ ― ― ― ― 

計(b) ― 

 

ロ 【金融機関以外】 

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額(千円) 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

計(ｃ) ― 

 

④ 【その他資金調達方法】 

内容 金額(千円) 

― ― 

計(ｄ) ― 

 

⑤ 【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等の合計】 

10,022,498千円((ａ)＋(ｂ)＋(ｃ)＋(ｄ)) 

 

(3) 【買付け等の対価とする有価証券の発行者と公開買付者との関係等】 

該当事項はありません。 

 

９ 【買付け等の対価とする有価証券の発行者の状況】 

該当事項はありません。 

 

10 【決済の方法】 

(1) 【買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】 

株式会社SBI証券  東京都港区六本木一丁目６番１号 

 

(2) 【決済の開始日】 

2023年３月27日(月曜日) 

 

(3) 【決済の方法】 

公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等(外国人株主等の場合はその常

任代理人)の住所又は所在地宛に郵送します。 

買付け等は、現金にて行います。買付けられた株券等に係る売却代金は、応募株主等(外国人株主等の場合はその

常任代理人)の指示により、決済の開始日以後遅滞なく、公開買付代理人から応募株主等(外国人株主等の場合はそ

の常任代理人)の指定した場所へ送金します。 
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(4) 【株券等の返還方法】 

下記「11 その他買付け等の条件及び方法」の「(1) 法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容」又

は「(2) 公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法」に記載の条件に基づき応募株券等

の全部又は一部を買付けないこととなった場合には、公開買付期間末日の翌営業日(本公開買付けの撤回等を行った

場合は撤回等を行った日)以後速やかに、返還することが必要な株券等を返還します。株式については、公開買付代

理人の応募株主等口座上で、返還すべき株式を応募が行われた直前の記録に戻すことにより返還します(株式を他の

金融商品取引業者等に設定した応募株主等の口座に振り替える場合は、その旨指示してください。)。 

 

11 【その他買付け等の条件及び方法】 

(1) 【法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容】 

応募株券等の数が買付予定数の下限(614,000株)に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行いません。 

応募株券等の総数が買付予定数(620,000株)を超える場合は、その超える部分の全部又は一部の買付け等を行わな

いものとし、法第27条の13第５項及び府令第32条に規定するあん分比例の方式により、株券等の買付け等に係る受

渡しその他の決済を行います(各応募株券等の数に１単元(100株)未満の部分がある場合、あん分比例の方式により

計算される買付株数は各応募株券等の数を上限とします。)。 

あん分比例の方式による計算の結果生じる１単元未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主等からの買付株

数の合計が買付予定数に満たない場合は、買付予定数以上になるまで、四捨五入の結果切捨てられた株数の多い応

募株主等から順次、各応募株主等につき１単元(追加して１単元の買付け等を行うと応募株券等の数を超える場合は

応募株券等の数までの数)の応募株券等の買付け等を行います。但し、切捨てられた株数の等しい複数の応募株主等

全員からこの方法により買付け等を行うと買付予定数を超えることとなる場合には、買付予定数を下回らない範囲

で、当該応募株主等の中から抽選により買付け等を行う株主等を決定します。 

あん分比例の方式による計算の結果生じる１単元未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主等からの買付株

数の合計が買付予定数を超える場合は、買付予定数を下回らない数まで、四捨五入の結果切上げられた株数の多い

応募株主等から順次、各応募株主等につき買付株数を１単元(あん分比例の方式により計算される買付株数に１単元

未満の株数の部分がある場合は当該１単元未満の株数)減少させるものとします。但し、切上げられた株数の等しい

複数の応募株主等全員からこの方法により買付株数を減少させると買付予定数を下回ることとなる場合には、買付

予定数を下回らない範囲で、当該応募株主等の中から抽選により買付株数を減少させる株主等を決定します。 

 

(2) 【公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法】 

令第14条第１項第１号イ乃至ヌ及びワ乃至ツ、第３号イ乃至チ及びヌ並びに同条第２項第３号乃至第６号に定め

る事情のいずれかが生じた場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。 

本公開買付けにおいて、令第14条第１項第３号ヌに定める「イからリまでに掲げる事実に準ずる事実」とは、対

象者が過去に提出した法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項の

記載が欠けていることが判明した場合であって、公開買付者が当該虚偽記載等があることを知らず、かつ、相当な

注意を用いたにもかかわらず知ることができなかった場合をいいます。 

なお、上記「６ 株券等の取得に関する許可等」の「(2) 根拠法令」に記載のとおり、公開買付期間(延長した場

合を含みます。)満了の日の前日までに独占禁止法第10条第２項の定めによる公正取引委員会に対する公開買付者の

事前届出に関し、措置期間及び取得禁止期間が満了しない場合、排除措置命令の事前通知がなされた場合、及び独

占禁止法第10条第１項の規定に違反する疑いのある行為をする者として裁判所の緊急停止命令の申立てを受けた場

合には、令第14条第１項第４号の「許可等」を得られなかったものとして、本公開買付けの撤回等を行うことがあ

ります。 

撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公開買付期間末日

までに当該公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行

います。 
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(3) 【買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法】 

法第27条の６第１項第１号の規定により、公開買付期間中に対象者が令第13条第１項に定める行為を行った場合

には、府令第19条第１項の規定に定める基準に従い、買付け等の価格の引下げを行うことがあります。買付け等の

価格の引下げを行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公開買付期間

末日までに公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行

います。 

買付け等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、引下げ後の買付

け等の価格により買付け等を行います。 

 

(4) 【応募株主等の契約の解除権についての事項】 

応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも本公開買付けに係る契約を解除することができます。解除

の方法については、上記「７ 応募及び契約の解除の方法」の「(2) 契約の解除の方法」に記載の方法によるもの

とします。 

なお、公開買付者は、応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又は違約金の支払いを応

募株主等に請求することはありません。また、応募株券等の返還に要する費用も公開買付者の負担とします。解除

を申し出られた場合には、応募株券等は手続終了後速やかに上記「10 決済の方法」の「(4) 株券等の返還方法」

に記載の方法により返還します。 

 

(5) 【買付条件等の変更をした場合の開示の方法】 

公開買付者は、公開買付期間中、法第27条の６第１項及び令第13条第２項により禁止される場合を除き、買付条

件等の変更を行うことがあります。買付条件等の変更を行おうとする場合は、その変更の内容等につき電子公告を

行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公開買付期間末日までに公告を行うことが困難である場合は、

府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。 

買付条件等の変更がなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、変更後の買付条件等に

より買付け等を行います。 

 

(6) 【訂正届出書を提出した場合の開示の方法】 

公開買付者が本書の訂正届出書を関東財務局長に提出した場合(但し、法第27条の８第11項但書に規定する場合を

除きます。)は、直ちに、訂正届出書に記載の内容のうち、公開買付開始公告に記載した内容に係るものを、府令第

20条に規定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説明書を訂正し、かつ、既に公開買付説明書を交付

している応募株主等に対しては、訂正した公開買付説明書を交付して訂正します。但し、訂正の範囲が小範囲に止

まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及び訂正後の内容を記載した書面を作成し、その書面を応募株主等に交

付する方法により訂正します。 

 

(7) 【公開買付けの結果の開示の方法】 

公開買付者は、本公開買付けの結果については、公開買付期間の末日の翌日に、令第９条の４及び府令第30条の

２に規定する方法により公表します。 
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(8) 【その他】 

本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内においてもしくは米国に向けて行われるものではなく、また米国の

郵便その他の州際通商もしくは国際通商の方法・手段(電話、テレックス、ファクシミリ、電子メール、インターネ

ット通信を含みますが、これらに限りません。)を使用して行われるものではなく、更に米国内の証券取引所施設を

通じて行われるものでもありません。上記方法・手段により、もしくは上記施設を通じて、又は米国内から本公開

買付けに応募することはできません。 

また、本書又は関連する買付書類は米国内においてもしくは米国に向けて又は米国内から、郵送その他の方法に

よって送付又は配布されるものではなく、かかる送付又は配布を行うことはできません。上記制限に直接又は間接

に違反する本公開買付けへの応募はお受けいたしません。 

本公開買付けの応募に際し、応募株主等(外国人株主等の場合は常任代理人)は公開買付代理人に対し、以下の表

明・保証を行うことを要求されます。 

・応募株主等が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点のいずれにおいても米国に所在していないこと。 

・本公開買付けに関するいかなる情報もしくは買付けに関する書類も、米国内において、もしくは米国に向けて、

又は米国内からこれを受領したり送付したりしていないこと。 

・買付けもしくは公開買付応募申込書の署名ないし交付に関して、直接間接を問わず、米国の郵便その他の州際

通商もしくは国際通商の方法・手段(電話、テレックス、ファクシミリ、電子メール、インターネット通信を含

みますが、これらに限りません。)又は米国内の証券取引所施設を使用していないこと。 

・他の者の裁量権のない代理人又は受託者・受任者として行動している者でないこと(当該他の者が買付けに関す

る全ての指示を米国外から与えている場合を除きます。)。 
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第２ 【公開買付者の状況】 

 

１ 【会社の場合】 

(1) 【会社の概要】 

① 【会社の沿革】 

 

② 【会社の目的及び事業の内容】 

 

③ 【資本金の額及び発行済株式の総数】 

 

④ 【大株主】 

      年 月 日現在 

氏名又は名称 住所又は所在地 
所有株式の数 

(千株) 

発行済株式(自己株 
式を除く。)の総数 
に対する所有株式の 

数の割合(％) 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

計 ― ― ― 

 

⑤ 【役員の職歴及び所有株式の数】 

         年 月 日現在 

役名 職名 氏名 生年月日 職歴 
所有株式数 
(千株) 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

計 ― 

 

(2) 【経理の状況】 

① 【貸借対照表】 

 

② 【損益計算書】 

 

③ 【株主資本等変動計算書】 
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(3) 【継続開示会社たる公開買付者に関する事項】 

① 【公開買付者が提出した書類】 

イ 【有価証券報告書及びその添付書類】 

事業年度 第16期(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日) 

2022年６月23日関東財務局長に提出 

 

ロ 【四半期報告書又は半期報告書】 

事業年度 第17期第３四半期(自 2022年10月１日 至 2022年12月21日) 

2023年２月10日関東財務局長に提出 

 

ハ【訂正報告書】 

該当事項はありません。 

 

② 【上記書類を縦覧に供している場所】 

株式会社プレミアムウォーターホールディングス 

(山梨県富士吉田市上吉田4597番地の１) 

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

２ 【会社以外の団体の場合】 

該当事項はありません。 

 

３ 【個人の場合】 

該当事項はありません。 
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第３ 【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】 

 

１ 【株券等の所有状況】 

(1) 【公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計】 

(2023年２月17日現在) 

 
所有する株券等の数 

令第７条第１項第２号 
に該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号 
に該当する株券等の数 

株券 513,400(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 26,900 ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券( ) ― ― ― 

株券等預託証券( ) ― ― ― 

合計 540,300 ― ― 

所有株券等の合計数 540,300 ― ― 

 (所有潜在株券等の合計数) 26,900 ― ― 

 

(2) 【公開買付者による株券等の所有状況】 

(2023年２月17日現在) 

 
所有する株券等の数 

令第７条第１項第２号 
に該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号 
に該当する株券等の数 

株券 440,000(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 26,900 ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券( ) ― ― ― 

株券等預託証券( ) ― ― ― 

合計 466,900 ― ― 

所有株券等の合計数 466,900 ― ― 

 (所有潜在株券等の合計数) 26,900 ― ― 
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(3) 【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計）】 

(2023年２月17日現在) 

 
所有する株券等の数 

令第７条第１項第２号 
に該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号 
に該当する株券等の数 

株券 73,400(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券( ) ― ― ― 

株券等預託証券( ) ― ― ― 

合計 73,400 ― ― 

所有株券等の合計数 73,400 ― ― 

 (所有潜在株券等の合計数) (―) ― ― 

 

(4) 【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳）】 

① 【特別関係者】 

 (2023年２月17日現在) 

氏名又は名称 株式会社光通信 

住所又は所在地 東京都豊島区西池袋一丁目４番10号 

職業又は事業の内容 法人サービス、個人サービス、取次販売 

連絡先 
連絡者  株式会社光通信 広報・IR課 
連絡場所 東京都豊島区西池袋一丁目４番10号 
電話番号 03-5951-3718 

公開買付者との関係 公開買付者に対して特別資本関係を有する法人 

 

② 【所有株券等の数】 

株式会社光通信 

(2023年２月17日現在) 

 
所有する株券等の数 

令第７条第１項第２号 
に該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号 
に該当する株券等の数 

株券 73,400(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券( ) ― ― ― 

株券等預託証券( ) ― ― ― 

合計 73,400 ― ― 

所有株券等の合計数 73,400 ― ― 

 (所有潜在株券等の合計数) (―) ― ― 
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２ 【株券等の取引状況】 

(1) 【届出日前60日間の取引状況】 

該当事項はありません。 

 

３ 【当該株券等に関して締結されている重要な契約】 

本公開買付けの実施にあたり、公開買付者は、2023年２月16日付で、本応募合意株主との間で、本応募契約をそれ

ぞれ締結しております。詳細については、上記「第１ 公開買付要項」の「３ 買付け等の目的」の「(7) 本公開買

付けに関する重要な合意等」をご参照ください。 

 

４ 【届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約】 

該当事項はありません。 
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第４ 【公開買付者と対象者との取引等】 

 

１ 【公開買付者と対象者又はその役員との間の取引の有無及び内容】 

(1) 公開買付者グループと対象者との取引 

最近の３事業年度における公開買付者グループと対象者との間の取引の概要及び取引金額は、以下のとおりです。  

(単位：百万円)

取引の内容 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期 

プレミアムウォーター株式会社(注)から対象
者への、OEM契約による卸売 23 268 640 

プレミアムウォーター株式会社(注)から対象
者への、公開買付者グループ製品に対する契
約取次手数料の支払 

868 788 923 

対象者からプレミアムウォーター株式会社
(注)への、対象者商品に対する契約取次手数
料の支払 

－ － 8 

対象者からプレミアムウォーター株式会社
(注)への、対象者顧客への対応に対する事務
手数料の支払 

9 3 4 

(注) 公開買付者は持株会社であり対象者との間で取引を行っていないため、公開買付者の完全子会社であるプレミ

アムウォーター株式会社と対象者の間の取引を記載しております。 

 

(2) 公開買付者と対象者の役員との間の取引の有無及び内容 

該当事項はありません。  

 

２ 【公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容】 

(1) 本公開買付けへの賛同 

対象者プレスリリースによれば、対象者は、2023年２月16日付の取締役会において、本公開買付けに賛同する旨

の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様が本公開買付けに応募するか否かについては、対象者の株主の皆

様のご判断に委ねる旨の意見を表明することを決議したとのことです。なお、これらの対象者の意思決定過程に係

る詳細については、対象者プレスリリース及び上記「第１ 公開買付要項」の「３ 買付け等の目的」の「(6) 本

公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保

するための措置」の「② 対象者における利害関係を有しない取締役全員の承認及び利害関係を有しない監査役全

員の異議がない旨の意見」をご参照ください。 

 

(2) 本応募契約 

公開買付者は、対象者の本応募合意株主との間で、本応募契約を締結しております。本応募契約の詳細について

は、上記「第１ 公開買付要項」の「３ 買付け等の目的」の「(7) 本公開買付けに関する重要な合意等」の「①

本応募契約」をご参照ください。 

 

(3) 本資本業務提携契約 

公開買付者は、対象者との間で、本資本業務提携契約を締結しております。本資本業務提携契約の詳細について

は、上記「第１ 公開買付要項」の「３ 買付け等の目的」の「(7) 本公開買付けに関する重要な合意等」の「②

本資本業務提携契約」をご参照ください。 
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第５ 【対象者の状況】 

 

１ 【最近３年間の損益状況等】 

(1) 【損益の状況】 

 

決算年月 ― ― ― 

売上高 ― ― ― 

売上原価 ― ― ― 

販売費及び一般管理費 ― ― ― 

営業外収益 ― ― ― 

営業外費用 ― ― ― 

当期純利益(当期純損失) ― ― ― 

 

(2) 【１株当たりの状況】 

 

決算年月 ― ― ― 

１株当たり当期純損益 ― ― ― 

１株当たり配当額 ― ― ― 

１株当たり純資産額 ― ― ― 

 

２ 【株価の状況】 
(単位：円) 

金融商品取引所名 
又は認可金融商品 
取引業協会名 

東京証券取引所 グロース 

月別 
2022年 
８月 

2022年 
９月 

2022年 
10月 

2022年 
11月 

2022年 
12月 

2023年 
１月 

2023年 
２月 

最高株価 1,315 999 900 845 836 956 1,296 

最低株価 812 830 786 685 744 736 865 

(注) 2023年２月は、同月16日までの株価について記載しております。 

 

３ 【株主の状況】 

(1) 【所有者別の状況】 

    年 月 日現在 

区分 

株式の状況(１単元の株式数 株) 

単元未満 
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品 
取引業者 

その他 
の法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数(人) ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

所有株式数
(単位) 

― ― ― ― ― ― ― ― ― 

所有株式数
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― ― ― ― 
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(2) 【大株主及び役員の所有株式の数】 

① 【大株主】 

     年 月 日現在 

氏名又は名称 住所又は所在地 
所有株式数 

(株) 

発行済株式(自己株
式を除く。)の総数
に対する所有株式数

の割合(％) 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

計 ― ― ― 

 

② 【役員】 

       年 月 日現在 

氏名 役名 職名 所有株式数(株) 

発行済株式(自己株
式を除く。)の総数
に対する所有株式数

の割合(％) 

― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― 

 

４ 【継続開示会社たる対象者に関する事項】 

(1)【対象者が提出した書類】 

① 【有価証券報告書及びその添付書類】 

事業年度 第10期(自 2020年12月１日 至 2021年11月30日) 

2022年２月28日関東財務局長に提出 

事業年度 第11期(自 2021年12月１日 至 2022年８月31日) 

2022年11月28日関東財務局長に提出 

 

② 【四半期報告書又は半期報告書】 

事業年度 第12期第１四半期(自 2022年９月１日 至 2022年11月30日) 

2023年１月13日関東財務局長に提出 

 

③ 【臨時報告書】 

該当事項はありません。 

 

④ 【訂正報告書】 

該当事項はありません。 
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(2) 【上記書類を縦覧に供している場所】 

株式会社ラストワンマイル 

(東京都豊島区東池袋四丁目２１番１号アウルタワー３階) 

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

５ 【伝達を受けた公開買付け等の実施に関する事実の内容等】 

該当事項はありません。 

 

６ 【その他】 

該当事項はありません。 
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【公開買付者に係る事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移】 

【事業の内容】 

公開買付者グループは持株会社制を導入しており、公開買付者及び連結子会社13社、持分法適用の関連会社４社か

ら構成されております。公開買付者は、持株会社としてグループ各社の株式を保有することにより、グループ全体の

経営管理及び経営戦略の策定を行うことを主な事業としております。 

グループ各社における主な事業内容は、ナチュラルミネラルウォーターの製造及び宅配形式による販売を行うホー

ム・オフィス・デリバリー事業及びその他事業となります。ホーム・オフィス・デリバリー事業の売上高及び営業利

益の金額は、いずれも全事業の90％を超えているため、ホーム・オフィス・デリバリー事業以外の事業について重要

性が乏しいことから、セグメント情報の記載を省略しております。 

公開買付者グループは、ナチュラルミネラルウォーターを取り扱い、公開買付者グループ独自のウォーターサーバ

ーと収縮性のあるPETボトルを使用、宅配事業者に委託して顧客宅にボトルを直送し、顧客自身がボトルを処分する

ことにより使用後の顧客宅からのボトル回収を不要とする「ワンウェイ方式」を採用しております。この方式により、

空きボトルを回収することなく、日本全国の顧客宅に配送することが可能となります。 

公開買付者グループの主たる事業内容は以下に記載のとおりであります。 

  

（1）ナチュラルミネラルウォーターの製造 

公開買付者グループの主要な製品は、12ℓ 入りナチュラルミネラルウォーターであります。 

公開買付者グループは設立以来、「天然(天然水)」、「生(非加熱殺菌)」、「直(ダイレクトビジネス）」にこ

だわり、良質なナチュラルミネラルウォーターを顧客に提供しております。自社生産、OEM生産を合わせ、山梨県

富士吉田市、兵庫県朝来市、岐阜県本巣郡北方町、長野県大町市、島根県浜田市、熊本県阿蘇郡南阿蘇村の６種類

の採水地から販売しております。 

公開買付者グループのボトルは安全性の高いPET樹脂製で独自の収縮形状に成形してあることから、使用中に外

気が入りにくく、最後まで安心・安全な状態でご利用頂けるよう配慮しております。 

このボトルは、国内ボトルメーカーにおいて公開買付者グループ製品専用の製造ラインから納入されるほか、ボ

トルの原材料をメーカーから購入し、公開買付者グループ工場内でも製造しております。公開買付者グループでボ

トルを製造する場合、PETボトルの原型である試験管の形をしたプリフォームは公開買付者グループの西桂工場に

て製造したプリフォームだけを使用してボトルを成型しております。 

なお、公開買付者グループ富士吉田工場及び朝来工場におきましては、公開買付者連結子会社が管理する４本の

井戸から、原水が供給されております。 

  

（2） ナチュラルミネラルウォーターの販売 

公開買付者グループは、デモンストレーション販売やWEB、テレマーケティング等によって大部分の顧客を獲得

しております。このような販売方法を中心とした公開買付者グループの顧客獲得チャネルは、以下の３通りに分類

されます。 

① 直接販売方式 

公開買付者連結子会社であるプレミアムウォーター株式会社や営業代行会社によるデモンストレーション販売

や、WEB、テレマーケティング等を通じて、公開買付者グループ自体が販売を行う方式であります。 

公開買付者連結子会社であるエフエルシープレミアム株式会社、株式会社LUXURYの獲得した顧客は、公開買付

者グループの直接販売方式による顧客となります。 

② 取次店方式 

公開買付者グループと契約した取次店が、公開買付者グループに顧客を紹介する方式であります。 

公開買付者グループは紹介された顧客と直接の契約関係となり、顧客のナチュラルミネラルウォーターの購入

本数に応じ公開買付者グループより取次店に対し販売手数料が支払われます。 
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③ 代理店・特約店・OEM方式 

公開買付者グループと契約した代理店・特約店が、顧客と契約関係を締結する方式であります。 

公開買付者グループは代理店・特約店に対し公開買付者グループの製品を卸売いたします。なお、代理店に対

しては、後述する公開買付者グループのウォーターサーバーも卸売いたしますが、特約店の顧客に対しては、公

開買付者グループよりウォーターサーバーを貸与しております。 

OEMについては、OEM先のブランド名で公開買付者グループの製品を提供しております。 

公開買付者連結子会社であるSINGAPORE FLC PTE. LTD.は、同じく連結子会社のプレミアムウォーター株式会

社の代理店のひとつとして営業活動を行っております。 

  

（3）ウォーターサーバーの販売 

公開買付者グループは、直接販売、取次店及び特約店の顧客に対しては、公開買付者グループよりウォーターサ

ーバーを貸与しておりますが、代理店の顧客に対しては、公開買付者グループより代理店に卸売したウォーターサ

ーバーを、代理店から貸与しております。OEM先についても同様に、ブランド名を変更したウォーターサーバーを

卸売しております。また、通常はウォーターサーバーを顧客に貸与しておりますが、家電メーカーと共同開発した

販売タイプのウォーターサーバーも一部取扱っております。 

ウォーターサーバーは、公開買付者グループの技術指導の下、国内１社及び海外３社のメーカーにおいて委託生

産しております。 

 

（４） その他 

公開買付者グループは一部の公開買付者グループ代理店に対し、その顧客開拓のため営業代行を行っております。

この代行業務の売上や代理店、取次店に対する販促品の売上等の付随業務が該当いたします。 

 

なお、公開買付者は特定上場会社等に該当し、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準のうち、上場会社の規

模との対比で定められる数値基準については連結ベースの計数に基づいて判断することとなります。 
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［事業系統図］ 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 
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【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

回次 

国際会計基準 

移行日 第13期 第14期 第15期 第16期 

決算年月 2018年４月１日 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 

売上収益 (百万円) － 37,744 45,453 56,339 68,452 

税引前当期利益 (百万円) － 428 1,472 3,942 5,465 

親会社の所有者に帰属 
する当期利益又は当期
損失(△) 

(百万円) － △312 1,866 3,193 3,542 

親会社の所有者に帰属 
する当期包括利益 

(百万円) － △296 1,867 3,174 3,553 

親会社の所有者に帰属 
する持分 

(百万円) 1,968 1,892 6,674 10,525 14,281 

総資産額 (百万円) 26,164 31,848 42,454 61,793 73,084 

１株当たり親会社 
所有者帰属持分 

(円)  72.91 69.05 139.02 262.96 386.56 

基本的１株当たり 
当期利益又は当期損失
(△) 

(円) － △11.50 66.46 112.45 119.93 

希薄化後１株当たり 
当期利益又は当期損失
(△) 

(円) － △11.50 61.27 106.92 113.79 

親会社所有者帰属持分 
比率 

(％) 7.5 5.9 15.7 17.0 19.5 

親会社所有者帰属持分 
利益率 

(％) － △16.2 43.6 37.1 28.6 

株価収益率 (倍) － － 25.8 30.3 20.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) － 4,781 6,659 9,448 7,991 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) － △1,195 △1,334 △5,487 △2,716 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) － △1,907 △1,831 2,659 △1,830 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 5,055 6,734 10,238 16,873 20,322 

従業員数 
(人) 

671 723 835 1,003 1,167 
(外、平均臨時 
雇用者数) 

(58) (55) (59) (73) (102)

(注) １．第14期より国際会計基準(以下「IFRS」という。)に基づいて連結財務諸表を作成しております。 

２．第13期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３．従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数（準社員、

アルバイトを含む）は、最近１年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

４．第15期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため、

第14期以前につきましても百万円単位で表示しております。 
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回次 

日本基準 

第12期 第13期 第14期 

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 

売上高 (百万円) 27,716 37,732 45,429 

経常利益又は 
経常損失（△） 

(百万円) △1,559 259 1,882 

親会社株主に帰属
する当期純利益 
又は親会社株主に
帰属する当期純損
失（△） 

(百万円) △1,493 528 1,269 

包括利益 (百万円) △1,494 526 1,290 

純資産額 (百万円) 2,814 3,619 5,007 

総資産額 (百万円) 23,844 30,348 40,426 

１株当たり純資産額 (円) △1.47 24.61 71.58 

１株当たり当期純
利益又は当期純損
失（△） 

(円) △56.80 17.42 44.22 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純
利益 

(円) － 16.02 40.77 

自己資本比率 (％) 11.7 11.7 12.1 

自己資本利益率 (％) － 16.7 29.9 

株価収益率 (倍) － 99.7 38.7 

営業活動によるキ
ャッシュ・フロー 

(百万円) 531 4,800 6,206 

投資活動によるキ
ャッシュ・フロー 

(百万円) △1,531 △1,195 △1,170 

財務活動によるキ
ャッシュ・フロー 

(百万円) 1,825 △1,927 △1,543 

現金及び現金同等
物の期末残高 

(百万円) 5,055 6,734 10,238 

従業員数 
(外、平均臨時雇用
者数) 

(人) 
671 723 835 

(58) (55) (59)

(注) １．第14期の諸数値につきましては、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査を受けておりません。 

２．第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 

３．第12期の自己資本利益率及び株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

４．従業員数は就業人員（公開買付者グループから公開買付者グループ外への出向者を除く）であり、臨時雇用

者数（準社員、アルバイトを含む）は、最近１年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

５．第15期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため、

第14期以前につきましても百万円単位で表示しております。 
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(2) 公開買付者の経営指標等 

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期 

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 

営業収益 （百万円） 635 1,140 3,584 1,072 3,171 

経常利益又は 
経常損失（△） 

（百万円） △62 262 2,533 △453 1,847 

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

（百万円） △60 187 2,438 △635 1,871 

資本金 （百万円） 3,929 4,014 4,046 4,329 4,417 

発行済株式総数 （株） 27,003,110 27,412,800 27,567,030 29,004,730 29,335,160 

純資産額 （百万円） 5,565 5,957 8,494 8,516 10,695 

総資産額 （百万円） 14,569 15,769 21,062 29,889 37,179 

１株当たり純資産額 （円） 101.03 110.53 198.67 184.47 251.45 

１株当たり配当額
普通株式 
(うち１株当たり中
間配当額) 

（円） 

－ － － － 20.00 
(－) (－) (－) (－) (－)

A種優先株式 
(うち１株当たり中
間配当額) 

－ － － － 9,008,220.00 

(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純
利益又は当期純損
失（△） 

（円） △3.30 4.83 86.79 △24.79 62.47 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純
利益 

（円） － 4.44 80.02 － 59.27 

自己資本比率 （％） 38.1 37.5 40.0 27.9 28.0 

自己資本利益率 （％） － 3.3 34.0 － 19.9 

株価収益率 （倍） － 359.7 19.7 － 38.7 

配当性向 （％） － － － － 32.0 

従業員数 
(外、平均臨時雇用
者数) 

（人） 
33 42 48 45 40 
(1) (2) (1) (2) (1)

株主総利回り （％） 138.6 290.0 286.1 569.3 403.8 

(比較指標：東証二
部株価指数) 

（％） (120.3) (113.0) (87.1) (125.0) (120.7)

最高株価 （円） 1,580 2,050 2,380 4,645 3,780 

最低株価 （円） 520 825 1,511 1,583 2,300 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、第12期及び第15期

は潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。 

２．第12期及び第15期の自己資本利益率については、当期純損失であるため、記載しておりません。 

３．第12期及び第15期の株価収益率については、当期純損失であるため、記載しておりません。 

４．従業員数は、就業人員（公開買付者から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（準社員、アルバ

イトを含む。）は、最近１年間の平均人員を（  ）外数で記載しております。 

５．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における株価を記載しております。 

６．第15期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため、

第14期以前につきましても百万円単位で表示しております。 
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【対象者に係る主要な経営指標等の推移】 

【主要な経営指標等の推移】 
(1) 連結経営指標等 

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 2019年11月 2020年11月 2021年11月 2022年８月 

売上高 (千円) 8,776,794 7,220,406 8,318,439 6,544,460 

経常利益又は経常損失(△) (千円) 137,780 63,902 249,494 △30,070 

親会社株主に帰属する当期純
利益又は親会社株主に帰属す
る当期純損失(△) 

(千円) 39,648 19,410 159,216 △54,468 

包括利益 (千円) 39,648 19,410 159,216 △54,468 

純資産額 (千円) 789,046 808,456 1,237,004 1,119,911 

総資産額 (千円) 2,343,614 2,137,024 2,786,048 3,023,801 

１株当たり純資産額 (円) 308.07 315.65 452.71 417.39 

１株当たり当期純利益金額又
は１株当たり当期純損失金額
（△） 

(円) 15.48 7.58 62.06 △20.20 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) － － 58.03 － 

自己資本比率 (％) 33.7 37.8 44.4 37.0 

自己資本利益率 (％) 5.2 2.4 15.6 △4.6 

株価収益率 (倍) － － 25.7 － 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △146,829 △9,626 297,648 △284,395 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △30,621 6,596 79,041 69,898 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 165,448 △212,007 227,014 83,943 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 852,738 637,700 1,241,406 1,110,852 

従業員数 
〔ほか、平均臨時 
雇用人員〕 

(名) 
207 219 229 225 

〔191〕 〔103〕 〔67〕 〔90〕 

(注)１.「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第11期の期首から適用しており、

第11期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。 

２.第８期及び第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、対象

者株式は非上場であったことから、期中平均株価が算定できないため記載しておりません。 

３.第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、2021年11月24日に東京証券取引所マザーズに

上場したため、新規上場日から前連結会計年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。 

４.第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期

純損失金額であるため記載しておりません。 

５.第８期及び第９期の株価収益率は対象者株式が非上場であったため記載しておりません。 

６.第11期の株価収益率は当期純損失であるため記載しておりません。 

７.第８期以降の連結財務諸表につきましては「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大

蔵省令第28号)に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、EY新日本有限責任

監査法人の監査を受けております。 

８.対象者は、第８期より連結財務諸表を作成しております。 

９.従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員〔〕内に外数で記載しております。 

10.2022年２月28日開催の第10回定時株主総会決議により、決算期を11月30日から８月31日に変更しました。従っ

て、第11期は2021年12月１日から2022年８月31日の９か月間となっております。 
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(2) 対象者の経営指標等 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 2018年11月 2019年11月 2020年11月 2021年11月 2022年８月 

売上高 (千円) 3,130,056 2,580,909 4,159,442 4,808,622 3,532,538 

経常利益又は経常損失(△) (千円) 183,841 246,585 △82,801 94,723 69,599 

当期純利益又は当期純損失
(△) 

(千円) 22,853 165,860 △122,965 72,282 43,591 

資本金 (千円) 238,000 238,000 238,000 338,684 340,594 

発行済株式総数 (株) 2,604,418 2,604,418 2,604,418 2,732,418 2,743,118 

純資産額 (千円) 770,847 936,707 813,742 1,155,357 1,136,323 

総資産額 (千円) 1,705,808 2,091,712 1,821,597 2,102,780 2,462,197 

１株当たり純資産額 (円) 300.97 365.73 317.72 422.83 423.51 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

(円) 
－ － － － － 

(－) (－) (－) (－) (－)
１株当たり当期純利益金額
又は１株当たり当期純損失
金額(△) 

(円) 10.18 64.76 △48.01 28.18 16.17 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) － － － 26.34 15.72 

自己資本比率 (％) 45.2 44.8 44.7 54.9 46.2 

自己資本利益率 (％) 3.8 19.4 － 7.3 3.8 

株価収益率 (倍) － － － 56.5 － 

配当性向 (％) － － － － － 

従業員数 
〔ほか、平均臨時 
雇用人員〕 

(名) 
45 50 121 93 65 

〔10〕 〔20〕 〔25〕 〔8〕 〔3〕 

株主総利回り (％) － － － － 56.5 
(比較指標：TOPIX)  (％) (－) (－) (－) (－) (101.8)

最高株価 (円) - - - 2,880 1,810 

最低株価 (円) - - - 1,593 592 

(注)１.「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第11期の期首から適用しており、
第11期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。 

２.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について、第７期、第８期及び第９期は潜在株式は存在するものの、
対象者株式は非上場であったことから、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません 

３.第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、2021年11月24日に東京証券取引所マザーズに
上場したため、新規上場日から前事業年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。 

４.第７期から第９期までの株価収益率は対象者株式が非上場であったため記載しておりません。 
５.主要な経営指標等のうち、第７期については会社計算規則(2006年法務省令第13号)の規定に基づき算出した各

数値を記載しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定による監査証明を受けておりません。 
６.第８期以降の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第

59号)に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、EY新日本有限責任監査法人
の監査を受けております。 

７.従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を〔〕内に外数で記載しております。 
８.第７期から第10期までの株主総利回り及び比較指標については、2021年11月24日に東京証券取引所マザーズに

上場したため記載しておりません。第11期の株主総利回り及び比較指標は、第10期の末日における株価及び株
価指標を基準として算定しております。 

９.最高・最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所マザーズ市場における株価を記載しており、2022年
４月４日以降は東京証券取引所グロース市場における株価を記載しております。なお、2021年11月24日付をも
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って同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については記載しておりません。  
10.自己資本利益率について、第９期は当期純損失計上のため、記載しておりません。 
11.2022年２月28日開催の第10回定時株主総会決議により、決算期を11月30日から８月31日に変更しました。従っ

て、第11期は2021年12月１日から2022年８月31日の９か月間となっております。 
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